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第１章    我孫子市第７次健康福祉総合計画策

定の考え方 

 

 

１ 本計画の概要 

（１）計画策定の背景 

近年の国全体の傾向として、少子高齢化・人口減少社会の進行、産業構造の変化、ライ

フスタイルの多様化、核家族化の進行などにより、地域の人と人とのつながりは希薄にな

ってきています。また、価値観の多様化による世代間の意識の違いや頻発する大規模な自

然災害など地域社会を取り巻く環境は大きく変化しています。そのため、かつては家庭や

地域のつながりの中で力を合わせ対応できていたことも、今では対応が困難になってきて

います。さらに、令和２（２０２０）年から令和５（２０２３）年に発生した新型コロナ

ウイルス感染症の拡大により、社会参加の機会の減少や経済的困窮、差別、人と人とのコ

ミュニケーションの機会が損なわれたことによる社会的孤立の深刻化など地域福祉を取

り巻く環境に大きな影響を及ぼしました。 

このような社会状況の中、あらゆる課題を抱える世帯が顕在化しています。これらの課

題は認知症などにより支援を必要とする高齢者の増加や経済的に困窮している世帯、発達

に支援を要する子どもの増加、社会問題となっているひきこもりなどによる社会からの孤

立、虐待、ＤＶ、ダブルケア、８０５０問題などによって複雑化・複合化しています。こ

れまでのような高齢者・障害のある方・子ども・生活困窮者分野といった行政による分野

ごとの支援体制だけでは解決が困難な地域の課題が生じています。 

また、少子高齢化などによる地域福祉の担い手不足も問題となっており、担い手の確保

が求められています。 

こうした複雑な問題や制度の狭間の問題に対応すべく、国は制度・分野ごとの「縦割り」

や「支え手」「受け手」という関係を超えて、地域住民や地域の多様な主体が「我が事」と

して参画し、人と人、人と資源が世代や分野を超えて「丸ごと」つながることで住民一人

ひとりのくらしと生きがいや地域をともに創っていく「地域共生社会」の実現を掲げてい

ます。 

希薄となっている地域の人と人とのつながりを再構築し、多様な価値観を尊重しながら

お互いを思いやる心を大切にし、お互いに関心を持ちながらボランティアや地域福祉を担

う方、地域福祉に関わる関係団体・機関等とともにあらゆるニーズに対して向き合う「地

域共生社会」の実現に向けた取り組みが必要です。 
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市では、令和２（２０２０）年３月に「我孫子市第６次健康福祉総合計画（以下「前計

画」という。）」を策定し『安心とゆとりの健康福祉都市あびこ～地域が「つながり」 み

んなで「考え」 互いに「支え合い」 あらゆる人が「受けとめられる」まちづくり～』

を基本理念に掲げ、市民一人ひとりが安心とゆとりを感じながらくらせるまちづくりを推

進してきました。 

我孫子市第７次健康福祉総合計画（以下「本計画」という。）はこれまでの取り組みの成

果を活かしつつ、取り組みを進めるにあたり表出した課題や社会環境の変容に対応し、健

康福祉部門及び子ども部門の計画を地域福祉という視点で横断的につなぐとともに、市に

おける取り組みの方向性を定め、地域での支え合いやつながりを更に強めていくこと、分

野にとらわれない包括的な支援のための取り組みを推進することを目的とし策定しまし

た。 

 

（２）策定の根拠と計画期間 

① 計画の位置づけ 

本計画は市の最上位計画である我孫子市総合計画のもと、健康福祉部門及び子ども部門の

個別計画の上位計画として位置づけ、市の健康福祉部門及び子ども部門の個別計画を横断的

につなぐ基本理念と方向性を示すとともに、他部門の計画との連携を図る計画とします。 

また、本計画は社会福祉法第１０７条に規定される「市町村地域福祉計画」、成年後見制

度の利用の促進に関する法律第１４条に規定される「当該市町村の区域における成年後見

制度の利用の促進に関する施策についての基本的な計画」、生活困窮者自立支援法に基づ

いた「生活困窮者自立支援計画」、再犯の防止等の推進に関する法律第８条に規定される

「地方再犯防止推進計画」を兼ねて策定しました。計画の推進にあたっては、我孫子市社

会福祉協議会（以下「社会福祉協議会」という。）が策定する「我孫子市地域福祉活動計画」

とも連携を図ります。 

  

地域福祉活動計画 
（社会福祉協議会策定計画） 

健康福祉総合計画 

（地域福祉計画・成年後見制度利用促進 
基本計画・生活困窮者自立支援計画・ 

再犯防止推進計画を包含する） 

障
害
者
プ
ラ
ン 

介
護
保
険
事
業
計
画
・
高
齢
者
保
健
福
祉
計
画 

こ
ど
も
総
合
計
画 

国
民
健
康
保
険
デ
ー
タ
ヘ
ル
ス
計
画 

特
定
健
康
診
査
等
実
施
計
画 

心
も
身
体
も
健
康
プ
ラ
ン 

自
殺
対
策
計
画 

生
涯
学
習
推
進
計
画 

地
域
防
災
計
画 

防
犯
計
画 

ス
ポ
ー
ツ
推
進
計
画 

そ
の
他
部
門
別
計
画 

 

連携 
・ 
整合 

連携 
・ 
協働 

則す 則す 

我孫子市総合計画 

（基本構想・基本計画） 

我孫子市 

国土強靭化地域計画 

整合 
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② 計画期間 

計画の期間は令和７（２０２５）年度から令和１１（２０２９）年度までの５年間とし

ます。なお、法改正や社会状況等を踏まえ、必要に応じて見直しを行います。 

 

計画期間 

 

計画名 
令和７ 

（２０２５） 
年度 

令和８ 
（２０２６） 

年度 

令和９ 
（２０２７） 

年度 

令和１０ 
（２０２８） 

年度 

令和１１ 
（２０２９） 

年度 

令和１２ 
（２０３０） 

年度 

我孫子市総合計画 

（令和４（２０２２）年～ 

令和１５（２０３３）年） 

   

   

健康福祉総合計画    
   

心も身体も健康プラン    
   

国民健康保険データヘルス計画 

 

特定健康診査等実施計画 

   
   

   
   

こども総合計画    
   

介護保険事業計画 

 

高齢者保健福祉計画 

   
   

   
   

障害者プラン    
   

 

 

（３）計画策定体制 

本計画の策定にあたっては、市民の方々を対象に「我孫子市第７次健康福祉総合計画」

市民アンケート調査を行いました。 

専門的な検討を行うため、学識経験者、関係機関代表等からなる「我孫子市健康福祉総

合計画推進協議会」を開催し、討議を行いました。 

また、令和６（２０２４）年１２月１６日から令和７（２０２５）年１月１５日までパ

ブリックコメントを実施しました。 

庁内組織としては、「我孫子市健康福祉総合計画調整検討会議」及び「我孫子市健康福祉

総合計画作業部会」において、意見集約・総合的な調整などを行いました。 

 

  

第四次 

第７次 

第３次 

第３期 
 

第４期 

第４期 
 

第５期 

第五次 

第４期 

第１０期 
 

第１１次 

第９期 
 

第１０次 

第六次 

第１１期 

 

第１２次 

第５期 第６期 

第８次 
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（４）国の動向 

平成２７（２０１５）年９月に新たな福祉サービスのシステム等のあり方検討プロジェ

クトチームによって、「新たな時代に対応した福祉の提供ビジョン」が示されています。 

ここでは、「全世代・全対象型地域包括支援体制（新しい地域包括支援体制）」として、

分野を問わず包括的に相談・支援を行えるような提供体制が必要であるという観点が打ち

出されています。また、これらの改革を通じて「地域住民の参画と協働により、誰もが支

え合う共生社会の実現」を目指すとしています。 

そして、地域共生社会の実現に向けて、平成２８（２０１６）年に「ニッポン一億総活躍

プラン」が閣議決定され、さらに「我が事・丸ごと」地域共生社会実現本部が設置されまし

た。 

また、認知症の方を含めた国民一人ひとりがその個性と能力を十分に発揮し、相互に人

格と個性を尊重しつつ支え合いながら共生する、活力ある社会である共生社会の実現の推

進を目的として、令和６（２０２４）年１月に「共生社会の実現を推進するための認知症

基本法」が施行されました。 

前計画策定以降の国の法改正等は以下のとおりです。 
 

 健康福祉分野及び子ども分野を取り巻く国の動向 

令和２ 

（２０２０） 

年度 

○ 改正健康増進法の施行 
○ 改正児童福祉法の施行 
○ 改正障害者雇用促進法の施行 
○ 新子育て安心プラン公表 

令和３ 

（２０２１） 

年度 

○ 改正社会福祉法の施行 
○ 子ども・若者育成支援推進大綱（第３次） 
○ 改正母子保健法の施行 
○ 医療的ケア児及びその家族に対する支援に関する法律の施行 
○ 改正子ども・子育て支援法の施行 
○ 第二期成年後見制度利用促進基本計画の閣議決定 

令和４ 

（２０２２） 

年度 

○ 改正成育基本法の施行 
○ 改正子ども・子育て支援法の施行 
○ 改正児童福祉法の施行 
○ 改正社会福祉法の施行 
○ 改正障害者総合支援法の施行 
○ 第二次再犯防止推進計画の閣議決定 

令和５ 

（２０２３） 

年度 

○ 改正成育基本法の施行 
○ こども家庭庁の発足 
○ こども基本法の施行 
○ 改正児童福祉法の施行 
○ 改正障害者総合支援法の施行 
○ 共生社会の実現を推進するための認知症基本法の施行 

令和６ 

（２０２４） 

年度 

○ 改正児童福祉法の施行 
○ 改正障害者差別解消法の施行 
○ 改正介護保険法の施行 
○ 改正障害者総合支援法の施行 
○ 改正生活困窮者自立支援法の施行 
○ 孤独・孤立対策推進法の施行 
○ 改正住宅確保要配慮者に対する賃貸住宅の供給の促進に関する法律の施行 
○ 改正子ども・子育て支援法の施行 
○ 子どもの貧困対策推進法を改称した、こどもの貧困の解消に向けた対策の推進に関する法

律の施行 
○ 改正子ども・若者育成支援推進法の施行 
○ 就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律の施行 
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【社会福祉法改正について】 

地域福祉計画の策定については、平成３０（２０１８）年４月の「社会福祉法（昭和２６

年法律第４５号）」の一部改正により、任意とされていたものが努力義務とされました。さ

らに、「地域における高齢者の福祉、障害者の福祉、児童の福祉その他の福祉の各分野にお

ける共通的な事項」を記載することから、各分野の個別計画の上位計画として位置づけられ

ました。 

社会福祉法第１０７条では、「市町村地域福祉計画」の策定にあたり次に掲げる事項を一

体的に定めるよう努めることを規定しています。 

 

①地域における高齢者の福祉、障害者の福祉、児童の福祉その他の福祉に関し、共通して

取り組むべき事項 

②地域における福祉サービスの適切な利用の推進に関する事項 

③地域における社会福祉を目的とする事業の健全な発達に関する事項 

④地域福祉に関する活動への住民の参加の促進に関する事項 

⑤地域生活課題の解決に資する支援が包括的に提供される体制の整備に関する事項 

 

また、令和３（２０２１）年４月に施行された改正社会福祉法では、本人・世帯が有する

問題が複雑化・複合化していることに対し、行政の各分野の職員や地域の支援団体などが分

野を超えた連携体制を構築し、支援を行うための重層的支援体制整備事業を実施できる旨な

どが示されました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

コラム 高齢者とは 

 

何歳以上を高齢者と呼ぶかは、時代や地域によって異なりますが、現在、世界保

健機関（WHO）では６５歳以上を高齢者としています。日本でも一般的に６５歳以

上が高齢者とされてきましたが、現在の高齢者のライフスタイルは多様化し、定年

の延長などにより働く高齢者が増加し、また、健康の増進や教養の向上、レクリエ

ーション活動などの場でいきいきと活動する高齢者が増加しているため、７０歳以

上を高齢者とする案が議論され始めています。 

我孫子市においても、令和２（2020）年度第３回あびこｅモニターアンケート「認

知症について」より、概ね７０歳以上を高齢者と捉えている方が多いことがうかが

えます。若年からのつながりの中で、６０歳代においては、ライフステージに応じた

生きがいづくり、社会参加、就労支援、健康づくり（介護予防）などの取り組みが展

開されています。６５歳以上を一律に「高齢者」とみる固定観念は、現状に照らせば

もはや現実的なものではなくなりつつあることから様々な議論が展開されていま

す。 
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（５）第６次健康福祉総合計画の評価から見る現状と課題 

（各基本目標に基づく事業数） 

基本目標 事業数 １．順調 
２．ほぼ 

順調 
３．やや 

遅延 

４．かなり 
遅延 

５．達成 
困難 

１ 
あらゆる人を分野を超えて丸ごと

受けとめられるまちづくりの推進 
１９ ４ １４ １ ０ 

２ 
自ら取り組む、みんなで続ける健

康づくりの推進 
３ １ ２ ０ ０ 

３ 

あびこの自然やひとの愛に包まれ

てすべての子どもが自分らしく育

つまちづくりの推進 

１ １ ０ ０ ０ 

４ 

誰もが自分らしく住みなれた地域

で最期まで安心してくらせるまち

づくりの推進 

２ １ １ ０ ０ 

合計 ２５ ７ １７ １ ０ 

 

計画の評価にあたっては、各基本目標に対する事務事業評価の目標指標及び個別計画の進

捗状況をもとに評価を行いました。 

その結果、基本目標１「あらゆる人を分野を超えて丸ごと受けとめられるまちづくりの推

進」では、「やや遅延」の評価が１つあったものの、全体としては「順調・ほぼ順調」が 

９６．０％となっています。 

 

「やや遅延」と評価したのは、基本目標１「あらゆる人を分野を超えて丸ごと受けとめら

れるまちづくりの推進」を推進する事業である「成年後見制度利用促進事業」です。この事

業の目標指標としていた「市民後見人養成講座受講者数」が目標値を下回ったため、「やや

遅延」としています。成年後見制度については、更なる周知・啓発を図るなど、利用促進に

努めていきます。 

 

前計画においては、市民一人ひとりが安心とゆとりを感じるまちづくりや人と人のつなが

り、支え合いの強化について概ね達成できたといえます。しかし、現在は前計画策定当時と

比べ、更に複雑化・複合化する地域の課題に対して、行政による分野ごとの支援体制だけ

では解決することが困難になっています。本計画は、国・県の示す方向性を踏まえ、これま

での取り組みや活動を引き続き推進していくことに加え、地域での支え合いやつながりづく

りの更なる促進、健康福祉部門及び子ども部門の計画を地域福祉という視点で横断的につ

なぎ、分野にとらわれない包括的な支援に向けた計画を策定する必要があります。 
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本計画の上位計画である我孫子市総合計画の策定の進行管理として実施している施策

満足度アンケート調査によると、健康福祉施策の満足度は以下のとおりです。 

今後、施策の推進にあたっては個別計画における調査に加え、施策満足度アンケートの

結果を踏まえながら実施していきます。 

 

施策満足度アンケート 

令和４（２０２２）年 

回答内容（％） 

満足・やや満足 不満・やや不満 

犯罪のないまちの実現 ６８．８ ２０．０ 

保健サービスの充実 ７５．６ １５．６ 

医療体制の整備・充実 ５４．３ ２６．０ 

子育て支援 ５３．９ １９．０ 

学校教育・幼児教育の充実 ５０．３ １４．６ 
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第２章    市の現状 

 

 

 

（１）人口の推移・推計  

市の人口は減少傾向にあります。令和２（２０２０）年以降の年齢３区分別人口をみる

と、６５歳以上の高齢者人口は増加傾向となっており、年少人口は減少傾向となっていま

す。生産年齢人口は外国人転入者の増加により、令和５（２０２３）年以降増加していま

す。令和６（２０２４）年の年齢３区分別人口においては、年少人口は１３,４１４人、生

産年齢人口は７７,３７８人、高齢者人口は４０,４９４人となっています。また、 

令和１１（２０２９）年の年少人口の推計は１１,９６０人となっており、令和６ 

（２０２４）年と比較すると約１，４００人の減少が見込まれます。 

 

人口の推移・推計 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：【実績】我孫子市住民基本台帳（各年１月１日現在） 

【推計】第四次総合計画の人口の見通し 令和２（２０２０）年９月版 

※各年の日本人人口推計に、令和６（２０２４）年１月１日時点の外国人人口 

を加算 

  

14,913 

14,450 

14,126 

13,648 

13,414 

12,833 

12,615 

12,397 

12,178 

11,960 

77,234 

76,831 

76,806 

76,919 

77,378 

76,002 

75,291 

74,579 

73,868 

73,157 

40,036 

40,363 

40,470 

40,397 

40,494 

41,728 

41,869 

42,010 

42,151 

42,292 

132,183 

131,644 

131,402 

130,964 

131,286 

130,563 

129,775 

128,986 

128,197 

127,409 

0 50,000 100,000 150,000

令和２年

令和３年

令和４年

令和５年

令和６年

令和７年

令和８年

令和９年

令和10年

令和11年

（人）

年少人口：０～14歳 生産年齢人口：15～64歳 高齢者人口：65歳以上

推計 

実績 
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（２）世帯の状況  

市の一般世帯数、高齢者単身世帯数、高齢者のみの世帯数ともに増加傾向にあり、令和

６（２０２４）年でそれぞれ６１,２４７世帯、１０，７８４世帯、９，３４８世帯となっ

ています。 

 

世帯の状況 
単位：世帯 

 令和２年 令和３年 令和４年 令和５年 令和６年 

一般世帯 58,971 59,527 59,938 60,549 61,247 

 高齢者単身世帯 9,216 9,497 9,818 10,127 10,784 

 
高齢者のみの世

帯 
8,916 9,049 9,044 8,996 9,348 

資料：我孫子市住民基本台帳（各年１月１日現在） 

 

 

 

 

（３）人口動態  

市の自然増減は、どの年においても死亡数が出生数を上回っており、減少幅は大きくな

っています。 

 

自然増減 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：我孫子市住民基本台帳 （各年１月から１２月累計） 
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-500
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500

1,000

1,500

2,000

令和元年 令和２年 令和３年 令和４年 令和５年

（人）

出生 死亡 自然増減



 
10 

 

市の社会増減は、どの年においても転入超過となっており、令和５（２０２３）年では

１,０００人以上の増加となっています。 

 

社会増減 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：我孫子市住民基本台帳 （各年１月から１２月累計） 

 

 

（４）健康づくりに関する状況 

① 平均寿命の推移 

令和２（２０２０）年の国勢調査をもとに厚生労働省が発表した市の平均寿命は、男性

が８２.３歳、女性が８８.０歳となっています。市の平均寿命は男女ともに延びており、

平成２２（２０１０）年に比べ男性が１.５歳、女性が１.４歳延びています。また、どの

年においても男女ともに県の平均寿命より高くなっています。 

 

平均寿命の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：厚生労働省 市区町村別生命表  

6,171 

5,077 5,026 

5,788 
6,443 

5,610 
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1,242
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4,000
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86.6
87.4

88.0

75.0

80.0

85.0
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平成22年 平成27年 令和２年

（歳）

千葉県：男性 我孫子市：男性 千葉県：女性 我孫子市：女性
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② 健康寿命の推移 

「健康寿命」とは、一生のうち健康で日常の生活を支障なく送ることができる期間をい

います。ここでいう健康とは日常生活が自立していることを指しますが、そのためには身

体だけではなく心も健康であることや社会とのつながり、自身が持つ力を生かした社会参

加の喜びが重要な要素となります。厚生労働省では、「日常生活に制限のない期間の平均」

を健康寿命として算出していますが、同様の市町村のデータは算出できず、健康寿命の算

出方法は様々です。そのため、市では国保データベース（ＫＤＢ）システムにおいて年齢

階級別人口、年齢階級別死亡者数、人口、介護保険における要介護認定の「要介護２～５

の認定者数」をもとに算出された「日常生活動作が自立している期間の平均」を健康寿命

としています。 

令和４（２０２２）年における市の平均余命は、男性８１．６年、女性８７．２年、平

均自立期間は、男性８０．２年、女性８４．３年となっており、男女ともに国・県より高

くなっています。市の日常生活に制限がある期間の平均は、男性１．４年、女性２．９年

であり、国・県と同程度になっています。 

平均自立期間、平均余命（令和４年度データ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：国保データベース（ＫＤＢ）システム「地域の全体像の把握」 

※平均自立期間、平均余命の抽出年は令和６年度であるが、データは令和４年度のデータ  
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③ 男女別標準化死亡比の状況（令和４（２０２２）年度） 

令和４（２０２２）年度の市の標準化死亡比は男性８９.１、女性９６.１となっており、

男性は県よりも８.３ポイント低く、女性は県よりも４.８ポイント低くなっています。 

 

男女別標準化死亡比(令和４（２０２２）年度) 

 

 我孫子市 県 同規模 国 

男性 89.1 97.4 99.3 100.0 

女性 96.1 100.9 100.7 100.0 

資料:国保データベース（ＫＤＢ）システム｢地域の全体像の把握｣ 
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④ 主要死因別死亡状況（令和４（２０２２）年） 

令和４（２０２２）年の市における死因別死亡状況をみると、男性は「悪性新生物＜腫

瘍＞」、「心疾患（高血圧性を除く）」、「その他の呼吸器系の疾患」の順に多く、女性は「悪

性新生物＜腫瘍＞」、「心疾患（高血圧性を除く）」、「老衰」の順に多くなっています。 

また、悪性新生物の部位別の死亡状況は、「気管，気管支及び肺」、「膵」、「胃」の順に多

くなっています。 

主要死因別死亡状況（令和４（２０２２）年） 
単位：人 

順位 男性 人数 順位 女性 人数 

１ 悪性新生物＜腫瘍＞ 248 １ 悪性新生物＜腫瘍＞ 159 

２ 心疾患（高血圧性を除く） 105 ２ 心疾患（高血圧性を除く） 112 

３ その他の呼吸器系の疾患 68 ３ 老衰 97 

４ 脳血管疾患 63 ４ 脳血管疾患 54 

５ 肺炎 62 ５ その他の呼吸器系の疾患 53 

６ 老衰 36 ６ 肺炎 31 

７ 腎不全 20 ７ 不慮の事故 25 

７ 不慮の事故 20 ８ 高血圧性疾患 21 

９ その他の消化器系の疾患 19 ９ 腎不全 16 

10 その他の神経系の疾患 18 ９ その他の腎尿路生殖器系の疾患 16 

資料：令和４（２０２２）年千葉県衛生統計年報 

 

悪性新生物の部位別の死亡状況（令和４（２０２２）年） 
単位：人 

順位 死因分類 総数 

１ 気管，気管支及び肺 66 

２ 膵 47 

３ 胃 45 

４ 結腸 36 

５ 肝及び肝内胆管 28 

６ 食道 21 

６ 悪性リンパ腫 21 

７ 直腸Ｓ状結腸移行部及び直腸 18 

７ 胆のう及びその他の胆道 18 

 子宮 7 

 その他の部位 100 

 合計 407 

資料：令和４（２０２２）年千葉県衛生統計年報 
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⑤ 国民健康保険特定健康診査の受診率の推移 

国民健康保険特定健康診査とは、生活習慣病と深く関わるメタボリックシンドローム

（内臓脂肪症候群）に着目し、メタボリックシンドロームの該当者や、その予備軍を発見

することを目的に、国民健康保険に加入している４０歳以上７５歳未満の方を対象に行っ

ている健康診査です。 

我孫子市国民健康保険特定健康診査（以下「特定健診」という。）の受診率は、県と比較

しても低い状況が続いています。 

令和５（２０２３）年度の受診率は３５.３％と、国（市町村国保）の目標値である６０％

にはまだ及ばない状況です。 

 

国民健康保険特定健康診査の受診率の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：千葉県国民健康保険団体連合会 法定報告  

 

 

⑥ メタボリックシンドローム該当者の状況 

特定健診結果による市のメタボリックシンドローム該当者の割合をみると、男性では年

齢が上がるごとに割合は高くなり、７０～７４歳では３４.９％となっています。 

女性では、４０歳代と６０歳代で割合が少なくなっていますが、５０歳代・７０～７４

歳で１０％を超えています。 

特定健診結果によるメタボリックシンドローム該当者の割合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：国保データベース（ＫＤＢ）システム「メタボリックシンドローム該当者・予備群」 
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市のメタボリックシンドローム該当者における追加リスクの重複状況をみると、男性の

各年代の該当者においては「高血圧・脂質異常該当者」が多く、特に６０歳代で割合が 

１４．３％と高くなっています。女性の５０歳代以上においても「高血圧・脂質異常該当

者」が多くなっていますが、男性に比べて該当者の割合は低くなっています。 

 

メタボリックシンドローム該当者における追加リスクの重複状況（性別・年代別） 

４０歳代 
男性 女性 

人数(人) 割合(％) 人数(人) 割合(％) 

特定健診受診者数 181  185  

腹囲基準値以上 83 45.9 23 12.4 

 

該当者 29 16.0 7 3.8 

 

高血糖・高血圧該当者 6 3.3 1 0.5 

高血糖・脂質異常該当者 2 1.1 3 1.6 

高血圧・脂質異常該当者 15 8.3 0 0.0 

高血糖・高血圧・脂質異常該当者 6 3.3 3 1.6 

 

５０歳代 
男性 女性 

人数(人) 割合(％) 人数(人) 割合(％) 

特定健診受診者数 283  334  

腹囲基準値以上 134 47.3 70 21.0 

 

該当者 72 25.4 34 10.2 

 

高血糖・高血圧該当者 12 4.2 5 1.5 

高血糖・脂質異常該当者 7 2.5 4 1.2 

高血圧・脂質異常該当者 32 11.3 14 4.2 

高血糖・高血圧・脂質異常該当者 21 7.4 11 3.3 

 

６０歳代 
男性 女性 

人数(人) 割合(％) 人数(人) 割合(％) 

特定健診受診者数 796  1,223  

腹囲基準値以上 425 53.4 182 14.9 

 

該当者 242 30.4 99 8.1 

 

高血糖・高血圧該当者 39 4.9 11 0.9 

高血糖・脂質異常該当者 12 1.5 11 0.9 

高血圧・脂質異常該当者 114 14.3 43 3.5 

高血糖・高血圧・脂質異常該当者 77 9.7 34 2.8 
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７０～７４歳 
男性 女性 

人数(人) 割合(％) 人数(人) 割合(％) 

特定健診受診者数 1,137  1,789  

腹囲基準値以上 644 56.6 318 17.8 

 

該当者 397 34.9 216 12.1 

 

高血糖・高血圧該当者 75 6.6 31 1.7 

高血糖・脂質異常該当者 18 1.6 11 0.6 

高血圧・脂質異常該当者 152 13.4 101 5.6 

高血糖・高血圧・脂質異常該当者 152 13.4 73 4.1 

 
資料：国保データベース（ＫＤＢ）システム「メタボリックシンドローム該当者・予備群」 

 
 

⑦ 特定保健指導の実施状況 

特定保健指導とは、生活習慣病の発症リスクが高く、生活習慣の改善による生活習慣病

の予防効果が多く期待できる方に対して行うもので、メタボリックシンドロームのリスク

が現れ始めた方には健診結果に応じて「動機付け支援」「積極的支援」を行います。 

動機付け支援の方には生活習慣の改善にむけて、医師・保健師・看護師・管理栄養士等

専門職が支援を行います。積極的支援の方には動機付け支援の内容に加え、行動計画が継

続して実施できるように、３か月以上の継続した支援を行います。 

令和５（２０２３）年度の市の特定保健指導の利用率は、動機付け支援が３０.１％、積

極的支援が３５.７％となっており、ともに令和元（２０１９）年度より減少しています。 

また、令和５（２０２３）年度の実施率は動機付け支援、積極的支援ともに令和元 

（２０１９）年度より減少しており、今後も利用率及び実施率の向上への対策が必要です。 

 

特定保健指導の実施状況（動機付け支援） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：千葉県国民健康保険団体連合会 法定報告 
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特定保健指導の実施状況（積極的支援） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：千葉県国民健康保険団体連合会 法定報告 
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（５）子ども・若者に関する状況  

① 出生数の推移 

市の出生数は減少傾向にあり、令和５（２０２３）年で６７２人となっています。 

 

出生数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：千葉県衛生統計年報 

 

 

② 合計特殊出生率の推移 

合計特殊出生率は「１５～４９歳までの女性の年齢別出生率を合計したもの」で、１人

の女性がその年齢別出生率で一生の間に生むとしたときの子どもの数に相当します。 

市の合計特殊出生率は、全国より低い値で推移しており、令和５（２０２３）年には 

１.１６と全国より低くなっています。 

 

合計特殊出生率の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
資料：千葉県衛生統計年報 
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③ 不登校児童・生徒数及び不登校児童・生徒率の推移 

市の不登校児童・生徒数は、令和５（２０２３）年度で小学生が１３０人、中学生が 

２３５人と増加傾向にあります。不登校児童・生徒率も同様に増加しています。 

 

不登校児童数及び不登校児童率（小学校）の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

不登校生徒数及び不登校生徒率（中学校）の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：教育相談センター（各年３月３１日現在） 
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④ いじめ認知件数の推移 

市のいじめ認知件数は減少傾向にあり、令和５（２０２３）年度で３２０件となってお

り、過去５年間の中で最も低い件数となっています。 

また、いじめの認知率は令和３（２０２１）年度以降減少しています。 

 

いじめ認知件数の推移 （小学校、中学校合計） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：指導課（第２回（１１月）いじめについてのアンケート）  
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⑤ 若年無業者数と人口に占める割合の推移 

市の若年無業者数は、令和２（２０２０）年で３６３人となっており、人口に占める割

合は５.２８％と全国・県より低くなっています。 

 

若年無業者数と人口に占める割合の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ 若年無業者：１５歳から３４歳までの非労働力人口のうち家事も通学もしていな 

い者 

資料：国勢調査 

 

 

（６）高齢者に関する状況  

① 高齢者人口と高齢化率の推移 

市の高齢化率は、全国を上回って増加しており、令和５（２０２３）年度には３０.９％

となっています。また、前期高齢者が減少して、後期高齢者は増加しています。 

 

高齢者人口と高齢化率の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：【我孫子市】我孫子市住民基本台帳（各年１０月１日現在） 

【全国】高齢社会白書（各年１０月１日現在）  
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② 要支援・要介護認定者数の推移 

市の６５歳以上の要介護認定者数は全体的に増加傾向にあり、令和５（２０２３）年度

の要介護１は１，６７６人で、令和元年度から７７人増加しています。市の要介護認定率

は年々増加しており、令和５（２０２３）年度に１７.６％となっています。 

 

 

要支援・要介護認定者数と要介護認定率の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：厚生労働省「見える化」システムによる推計（各年１０月１日現在） 

 

年齢階層別要支援・要介護認定者数と要介護認定率の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：厚生労働省「見える化」システムによる推計（各年１０月１日現在） 
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③ 介護要因の状況 

令和４（２０２２）年国民生活基礎調査では、国の要介護状態に至る原因疾患は、１位

が「認知症」、２位が「脳血管疾患」、３位が「骨折・転倒」となっており、この３疾患が

全体の半数を占めています。 

１位の認知症は「アルツハイマー型認知症」と「脳血管性認知症」が大部分を占めてお

り、その予防にはバランスのよい食事や適度な運動のほか、いつまでも意欲的に活動する

ことも有効です。さらに、２位となっている脳血管疾患については、適正体重の維持や減

塩、禁煙を心がけ、多量飲酒をしないことが予防につながります。 

また、要介護状態に至る原因疾患の３位である骨折・転倒と５位である関節疾患は、運

動器の障害のために自立度が低下し、介護が必要となる危険性の高い状態である「ロコモ

ティブシンドローム（運動器症候群）」が起因と考えられます。運動機能の低下は徐々に進

行し自分自身では気づきにくいため、早期に発見し悪化させないことが重要です。そのた

め、正しい知識を普及し、若い頃から予防に取り組む環境づくりが必要です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

１位 認知症

16.6%

２位 脳血管疾患

16.1%

３位 骨折・転倒

13.9%４位 高齢による

衰弱

13.2%

５位 関節疾患

10.2%

その他

30.0%

アルツハイマー型

67.6%

脳血管性

19.5%

レビー小体型

4.3%

前頭側頭葉変性症

1.0%

その他

（アルコール性など）

7.6%

資料：平成２５（２０１３）年 「都市部

における認知症有病率と認知症の生

活機能障害への対応」 

資料：令和４（２０２２）年 国民生

活基礎調査 

国の主な介護要因 
国の主な介護要因のうち 

認知症の主な分類 
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国の要介護度別に原因疾患をみると、要支援認定者等軽度の介護認定者では、骨や関節

系の疾患が多くを占めますが、要介護度が上がるにつれ脳血管疾患の割合が増加傾向にあ

ります。 
要介護度別原因疾患 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：令和４年 国民生活基礎調査 

 

④ 認知症高齢者数の推移 

市の認知症高齢者数は増加傾向にあります。要介護認定者のうち認知症Ⅱａ以上認定者

数の割合は増加傾向にあります。 

 

認知症高齢者数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：【認知症高齢者数】高齢者支援課（各年１０月１日現在） 

【要介護認定者数】厚生労働省「見える化システム」（各年１０月１日現在） 

 

「認知症Ⅱa」（認知症高齢者の日常生活自立度判定基準）：高齢者の認知症の程度を踏まえた『日常生活

自立度』の程度を表すもの。Ⅰ～Ⅴ、Ｍがあり、Ⅱa は「日常生活に支障を来たすような症状・行動や意

思疎通の困難さが多少見られても、誰かが注意していれば自立できる状態。」を指す。 
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⑤ 介護保険給付費の推移 

市の介護保険給付費は年々増加しています。要支援・要介護認定者数が増加傾向のため、

介護保険給付費も増加傾向にあります。 
 

介護保険給付費の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：高齢者支援課 

 

 

 

（７）障害のある方に関する状況  

① 障害者手帳の所持者数の推移 

市の障害者手帳の所持者数は増加しており、令和５（２０２３）年度で６,２０１人とな

っています。 

 

障害者手帳の所持者数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：障害者支援課（各年３月３１日現在） 
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② 自立支援医療制度（精神通院）受給者数の推移 

市の自立支援医療制度（精神通院）受給者数は増加しており、令和５（２０２３）年度

で２,７２８人となっています。 

 

 

自立支援医療制度（精神通院）受給者数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：障害者支援課（各年３月３１日現在） 

 

② 自立支援給付費の推移 

自立支援給付費も増加しており、令和５（２０２３）年度で２５.０１億円となっていま

す。 

 

自立支援給付費の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：障害者支援課（各年３月３１日現在） 
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（８）社会保障費に関する状況  

市の国民健康保険医療費は年々減少傾向にありますが、後期高齢者医療費は、年々増加

傾向にあります。 

国民健康保険医療費が減少傾向にある背景として、令和４（２０２２）年に社会保険の

加入要件が拡大したことによって国民健康保険加入者数が減少していることが関係して

います。また、「団塊の世代」が令和３（２０２１）年度から後期高齢者医療へ移行してい

ることが、後期高齢者医療費の増加傾向の要因となっています。 
 
 

医療費の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：国保データベース（ＫＤＢ）システム「健診・医療・介護データからみる地域の

健康課題」  

86.99 82.07 85.40 80.73 79.25 

153.37 152.92 158.62 
168.95 

177.83 

0
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国保医療費 後期高齢者医療費
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市の国民健康保険被保険者の年齢階層別医療費上位１０疾病をみると、３９歳以下では

糖尿病や悪性新生物、心疾患等の生活習慣病に係る医療費は入っていませんが、年齢が上

がるにつれて順位が高くなっています。 

また、若い年代ほど、統合失調症、気分(感情)障害（躁うつ病を含む）等の精神疾患に

かかる医療費が上位となっています。 

 

医療費上位の１０疾病 
 

 39 歳以下 （千円） 
 
 

 40～49 歳 （千円） 

１ 気分（感情）障害（躁うつ病を含む） 32,350  １ 
統合失調症、統合失調症型障害及び 
妄想性障害 

69,437 

２ 
統合失調症、統合失調症型障害及び 
妄想性障害 

25,715  ２ その他の消化器系の疾患 40,080 

３ その他の消化器系の疾患 22,478  ３ 気分（感情）障害（躁うつ病を含む） 31,656 
４ てんかん 21,088  ４ 腎不全 26,351 
５ その他の呼吸器系の疾患 21,037  ５ その他の内分泌、栄養及び代謝障害 25,247 
６ その他の急性上気道感染症 20,512  ６ 乳房の悪性新生物＜腫瘍＞ 23,228 
７ その他の精神及び行動の障害 20,159  ７ 糖尿病 20,962 
８ 喘息 19,977  ８ その他の神経系の疾患 18,866 
９ 皮膚炎及び湿疹 18,653  ９ その他の皮膚及び皮下組織の疾患 14,684 
10 その他の神経系の疾患 18,566  10 その他の悪性新生物＜腫瘍＞ 14,263 

       

 50～59 歳 （千円） 
 
 

 60～69 歳 （千円） 

１ 腎不全 107,740  １ その他の悪性新生物＜腫瘍＞ 182,560 

２ 
統合失調症、統合失調症型障害及び 
妄想性障害 

84,479 
 

２ 糖尿病 154,219 

３ その他の悪性新生物＜腫瘍＞ 52,361  ３ 腎不全 144,927 
４ 糖尿病 51,669  ４ その他の心疾患 137,232 
５ その他の神経系の疾患 48,764  ５ その他の神経系の疾患 104,502 
６ 気分（感情）障害（躁うつ病を含む） 41,592  ６ その他の消化器系の疾患 99,399 
７ その他の消化器系の疾患 38,923  ７ その他の眼及び付属器の疾患 73,922 
８ その他の心疾患 22,775  ８ 高血圧性疾患 72,455 

９ 
その他の筋骨格系及び結合組織の 
疾患 

22,125 
 

９ 
統合失調症、統合失調症型障害及び 
妄想性障害 

64,128 

10 高血圧性疾患 20,375 
 

10 
気管、気管支及び肺の悪性新生物 
＜腫瘍＞ 

62,720 

       

 70 歳以上 （千円） 
 
 

年代別生活習慣病合計 （千円） 

１ その他の悪性新生物＜腫瘍＞ 336,985  39 歳以下 516,758 
２ 糖尿病 201,155  40～49 歳 544,480 
３ その他の心疾患 190,741  50～59 歳 948,071 
４ 腎不全 187,741  60～69 歳 2,361,447 
５ その他の消化器系の疾患 156,171  70 歳以上 3,521,288 
６ その他の眼及び付属器の疾患 155,637  

 
７ 

気管、気管支及び肺の悪性新生物 
＜腫瘍＞ 

114,163 
 

８ 高血圧性疾患 105,916  
９ その他の呼吸器系の疾患 97,087  
10 その他の神経系の疾患 96,184  

※ 生活習慣病合計に記載した額について 

国保データベース（ＫＤＢ）システム「疾病別医療費分析（中分類）」より中分類別疾患１３０

個の合計を記載 

資料：国保データベース（ＫＤＢ）システム「疾病別医療費分析（中分類）」  
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（９）成年後見制度利用に関する状況  

① 成年後見制度利用者数の推移 

市の成年後見制度利用者数は増加傾向にあり、令和５（２０２３）年度は３５３人とな

っています。 

 

成年後見制度利用者数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：千葉家庭裁判所（各年１２月３１日現在） 

 

 

 

② 市長申立てによる成年後見制度の利用件数の推移 

市長申立てによる成年後見制度の利用件数は増減を繰り返しており、令和５（２０２３）

年度で高齢者が１０件、障害のある方が３件となっています。 

 

市長申立てによる成年後見制度の利用件数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：高齢者支援課・障害者支援課 
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③ 成年後見人、保佐人、補助人の報酬助成件数の推移 

市の報酬助成件数は年々増加しており、令和５（２０２３）年度で高齢者が３６件、障

害のある方が１５件となっています。 

 

成年後見人、保佐人、補助人の報酬助成件数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：高齢者支援課・障害者支援課 
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（１０）生活困窮に関する状況  

① 生活保護受給者数及び世帯数の推移 

市の生活保護受給世帯数は増加傾向にあり、令和５（２０２３）年度は１,２６０世帯で、

令和元（２０１９）年度から約１００世帯増加しています。また、生活保護受給者数は横

ばいで推移しており、令和５（２０２３）年度で１,５７７人となっています。 

生活保護世帯を世帯類型別でみると、高齢者世帯が約半数を占めています。 
 

世帯類型別生活保護世帯の状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：社会福祉課（各年３月３１日現在）  

599 602 603 607 608 
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② 生活保護費の推移 

市の生活保護費は増減を繰り返しており、令和５（２０２３）年度で２４.８３億円とな

っています。高齢者世帯の増加により、介護扶助費と住宅扶助費が増加しています。 

 

生活保護費の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※その他費用：教育扶助費、出産扶助費、生業扶助費、葬祭扶助費、保護施設事務費、 

就労自立給付金、日常生活支援委託事務費、進学準備給付金 

資料：社会福祉課 
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（１１）その他  

① 虐待相談受付件数の推移 

市の虐待相談受付件数は増加傾向にあり、令和５（２０２３）年度は児童虐待が２９９

件、高齢者虐待が１,０３７件、障害者虐待が２７件となっています。 

 

虐待相談受付件数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ 高齢者虐待は通報への対応延べ件数 

※ 児童虐待・障害者虐待は新規相談受付件数 

資料：子ども相談課・高齢者支援課・障害者支援課 

 

 

 

② 自治会数・自治会加入率の推移 

市の自治会加入率は減少傾向にあり、令和５（２０２３）年度は、自治会数が１８９団

体、自治会加入率が６７.７％となっています。 

 

自治会数・自治会加入率の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：市民協働推進課（各年３月３１日現在）  
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③ 民生委員・児童委員（主任児童委員を含む）数の推移 

市の民生委員・児童委員（主任児童委員を含む）数は減少傾向にあり、令和５ 

（２０２３）年度で１６７人となっています。民生委員・児童委員（主任児童委員を含む）

数は定数を下回り、欠員となっている地区が生じてしまう状況が続いています。 

 

 

民生委員・児童委員（主任児童委員を含む）数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：社会福祉課（各年３月３１日現在） 
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（１２）アンケート調査から見える状況 

「我孫子市第７次健康福祉総合計画」市民アンケート調査 

 

○ インターネットによる調査 

調査対象：市在住の方 

調査期間：令和５（２０２３）年１０月１６日から１２月３１日 

有効回答数：６９４通 

 

○ 郵送による調査 

調査対象：市在住の７０歳代・８０歳代 ２００名 

調査期間：令和６（２０２４）年４月２５日から５月２４日 

有効回答数：９８通 

○ 合計有効回答数：７９２通 

 

 

【アンケート調査結果抜粋】 

「誰もがより住みやすいまち」にするために、優先的に取り組むべきことについて、「挨

拶や声掛けが気軽にできる地域を作ること」が約４割と最も高く、「それとなくお互いが気

にかけあう地域をつくること」が３割超となっています。 

 

 

「誰もがより住みやすいまち」にするために、優先的に取り組むべきだと思うこと 
（上位５位）【問２５】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

回答者数 = 792 ％

挨拶や声掛けが気軽にできる地域
を作ること

日常生活に関する身近な相談窓口
の整備

それとなくお互いが気にかけあう
地域をつくること

地域の人が交流できる場や仕組み
の整備

生活困窮者への支援の充実

38.9

38.0

31.7

25.1

16.7

0 20 40 60 80 100
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日ごろ近所の人たちとどのような付き合いをしているかについて、「会えば挨拶を交わ

す程度」が４割半ばと最も高く、次いで「内容によっては相談したり、助けてもらったり

したことがある。または助けてあげている。」が２割を超え、「相談ごとはしないが、世間

話をする程度」が約２割となっています。 

 

日ごろ近所の人たちとどのような付き合いをしているか【問１８】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

自身や同居している家族の中で困ったり不安に感じたりしていることについて、「介護、

病気、障害など健康のこと」が３割半ばと最も高く、次いで「経済的なこと」が約３割、

「災害時の備えや避難場所のこと」が２割半ばとなっています。 

 

 
自身や同居している家族の中で困ったり不安に感じたりしていること（上位５位）【問１２】 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

回答者数 = 677 ％

会えば挨拶を交わす程度

内容によっては相談したり、助け
てもらったりしたことがある。ま
たは助けてあげている。

相談ごとはしないが、世間話をす
る程度

自治会や町内会等で一緒に活動し
ている

困りごとの多くを相談したり、助
けてもらったりしたことがある。
または助けてあげている。

関わりたくないので挨拶もしない

その他

45.2

22.3

20.7

5.8

5.2

0.3

0.6

0 20 40 60 80 100

回答者数 = 792 ％

介護、病気、障害など健康のこと

経済的なこと

育児、不登校など子育てに関する
こと

災害時の備えや避難場所のこと

住環境や防犯など家に関すること

35.2

30.6

27.5

26.8

19.6

0 20 40 60 80 100



 
37 

自身に手助けが必要となった時、地域の人や団体に手助けをしてほしいかについて、「ど

ちらかといえば、してほしい」が約５割と最も高く、次いで「してほしい」が２割を超え

ています。 

 

自身に手助けが必要となった時、地域の人や団体に手助けしてほしいか【問２３】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

回答者数 = 635 ％

してほしい

どちらかといえば、してほしい

どちらかといえば、
してほしくない

してほしくない

わからない

21.4

49.8

10.4

2.8

15.6

0 20 40 60 80 100
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次の機関を知っているか、また相談したことがあるかについて、「知っている」と答えた

方で『保健センター（健康づくり支援課）』が約８割と最も多く、次いで『児童相談所』が

約７割、『いのちの電話・よりそいホットライン』が約６割となっています。 

また、「相談したことがある」と答えた方で、『こども発達センター』が１割超と最も高

い割合となっています。 
 
 

次の機関を知っているか、また相談したことがあるか【問１４】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

知っている 相談したことがある 
％

0.1

3.7

0.6

4.7

1.1

8.6

12.2

3.4

3.4

1.3

1.5
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0.4

0.4
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回答者数 = 792 ％

生活困窮者自立支援窓口
（社会福祉課）

子ども総合相談窓口（子ども相談課）

ＤＶ相談窓口（社会福祉課）

高齢者なんでも相談室・高齢者支援課

障害者まちかど相談室・障害者支援課

保健センター（健康づくり支援課）

こども発達センター

我孫子市子ども相談支援事業所

教育委員会・教育相談センター

千葉県弁護士会・法テラス

児童相談所

児童相談所全国共通ダイヤル189
（いちはやく）
我孫子市社会福祉協議会
（地区社会福祉協議会を含む）

あびこ後見支援センター

中核地域生活支援センター
（ほっとねっと）

いのちの電話・よりそいホットライン

発達障害者支援センター（ＣＡＳ）

市民活動団体・ボランティア団体・
ＮＰＯ団体

民生委員・児童委員

ＤＶ相談ナビ＃8008（はれれば）

36.7 

50.8 

45.2 

51.8 

32.4 

78.2 

52.0 

29.4 

57.8 

37.5 

68.9 

37.0 

58.6 

14.1 

14.0 

62.0 

25.4 

47.3 

58.2 

15.7 

0 20 40 60 80 100
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近くに何等かの事情で困っている家庭があった場合、どのような手助けができると思う

かについて、「見守りや安否確認の声かけ」が７割半ばと最も高く、次いで「救急車を呼ぶ

こと」が６割半ば、「話し相手、相談に乗ること」が５割近くとなっています。 

 

近くに何等かの事情で困っている家庭があった場合、どのような手助けができると思うか 
【問２２】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

回答者数 = 526 ％

見守りや安否確認の声かけ

救急車を呼ぶこと

話し相手、相談に乗ること

虐待やDVの通報

買い物やネット予約の手伝い

短時間の子どもの預かり

庭木の手入れや草取り、掃除など
の家事

市役所や銀行などの手続きへの同
行

その他

75.5

66.7

47.1

39.7

33.7

21.3

16.3

14.6

2.5

0 20 40 60 80 100
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地域にある課題に対してあてはまるものについて、『地域の子どもの見守り』で「関心が

あり協力できる」が６割を超えて最も多くなっています。また、『高齢者や障害のある方の

介護』で「関心はあるが協力できない」が７割を超えています。また、『近所づきあいがう

っとうしい』で「特に関心がない」が３割半ばとなっています。 

 

 

地域にある課題に対してあてはまるもの【問２０】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

移動手段が不十分で買い物
が不便

620

高齢者や障害のある方の介
護

626

地域の中で集まれる場所や
交流が少ない

618

ゴミ出しマナーや騒音など
近所問題

621

認知症や障害に対する理解
が不十分

621

地域の子どもの見守り 622

健康に対する意識が低いこ
と

615

子ども、高齢者、障害者へ
の虐待やDV

622

差別や偏見があること 619

いじめや不登校など学校に
関すること

621

引きこもりやニートに関す
ること

618

近所づきあいがうっとうし
い

615

空きやなど地域の治安に関
する不安

621

地域の高齢化などで孤立死
が不安

624

一人で悩みを抱えている人
がいること

617

回答者数＝

24.7

20.1

34.0

48.6

38.2

61.4

42.8

41.3

45.4

44.3

19.9

27.0

30.6

34.3

38.4

59.8

72.4

39.8

40.7

51.7

33.6

40.0

52.4

43.0

47.5

58.4

38.7

52.3

49.7

49.4

15.5

7.5

26.2

10.6

10.1

5.0

17.2

6.3

11.6

8.2

21.7

34.3

17.1

16.0

12.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

関心があり協力できる 関心はあるが協力できない 特に関心がない
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差別のない社会に近づけるために有効的な取り組みについて、「学校等での子どもへの

教育に組み込むこと」の割合が約７割と最も高く、次いで「一人ひとりが当事者の声を聞

く機会を増やすこと」、「法律や条例で規定すること」となっています。 

 

差別のない社会に近づけるために有効な取り組み【問１７】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

成年後見制度を聞いたことがあるかについて、「聞いたことがある」は約８割となってい

ます。 

 

「成年後見制度」を聞いたことがあるか【問１１】 

 

 

 

 

 

  

回答者数 = 672 ％

学校等での子どもへの教育に組み
込むこと

一人ひとりが当事者の声を聞く機
会を増やすこと

法律や条例で規定すること

行政等によるチラシや冊子・イン
ターネットを通じた啓発を積極的
に行うこと

障害のある方やＬＧＢＴ等の分野
で活動する団体の活性化

一人ひとりが研修や勉強会・ワー
クショップに参加すること

どんなことをしても有効ではない
と思う

その他

70.4

53.1

37.6

29.6

27.4

26.6

6.7

6.0

0 20 40 60 80 100

回答者数 = 717 ％

聞いたことがある

聞いたことがない

79.5

20.5

0 20 40 60 80 100
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現在の暮らし（経済的な面）について「大変苦しい」、「やや苦しい」を合わせた割合は

４割近くとなっています。 

 

現在の暮らし（経済的な面）について【問９】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

困ったときに相談する相手について、家族や親せきが８割を超えています。 

 

困ったときに相談する相手【問１３】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

回答者数 = 711 ％

家族や親せき

友人・知人

市役所

保育園(所)・幼稚園・学校

各種専門機関・相談窓口

職場の同僚や上司

高齢者なんでも相談室や障害者ま
ちかど相談室

社会福祉協議会

近所の人

弁護士や司法書士

民生委員・児童委員

ボランティア団体やNPO団体

相談できる人がいない

その他

81.9

40.2

26.4

24.2

22.2

16.7

14.8

7.9

7.6

5.5

3.2

2.1

3.7

2.0

0 20 40 60 80 100

回答者数 = 731 ％

大変苦しい

やや苦しい

普通

ややゆとりがある

大変ゆとりがある

6.3

30.9

53.2

8.3

1.2

0 20 40 60 80 100
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第３章    計画実施における基本的な考え方 

 

 

 

１ 計画の基本理念 

    

市では、「我孫子市第四次総合計画」において、まちづくりの共通目標である将来都市像

を「未来につなぐ 心やすらぐ水辺のまち 我・孫・子」とし、誰もが心やすらかに住み

たい・住み続けたいと思える快適で活力ある持続可能なまちを目指しています。この将来

都市像を実現するため、健康福祉分野では基本目標を「誰もが健康で自分らしく ともに

暮らせるまちづくり」とし、あらゆる人たちが地域の中で生涯を通じて健康でいきいきと

幸せにくらし続けることができるまちづくりを進めています。 

 

また前計画では、全ての方が孤立せず差別や偏見、排除されることなく、誰もが尊重さ

れ、支え合い、活躍できる「地域共生社会」の実現を目指し、誰もが住みなれた地域で自

分らしく安心してくらせる地域づくりを推進してきました。 

 

本計画は、前計画の理念や方向性を引き継ぐとともに、近年の動向や、「我孫子市第四次

総合計画」の方針を踏まえ、地域に内在する様々な生活課題や福祉ニーズに対して、多様

な関係機関が連携して課題解決に取り組むための環境づくりや包括的な支援体制づくり

を進め、市民が安心とゆとりを感じくらせる持続可能な地域共生社会の実現を目指します。 

また、これまでの基本理念に「分野を超えて支援が受けられる」という視点を加え、『安

心とゆとりの健康福祉都市あびこ～地域が「つながり」 みんなで「考え」 互いに「支え

合い」 あらゆる人が「受けとめられ」 分野を超えた「支援を受けられる」まちづくり～』

を基本理念に掲げ、計画を推進していきます。 

 

【 基 本 理 念 】 

 

 

 

 

 

 

 

  

安心とゆとりの健康福祉都市あびこ 

～地域が「つながり」 みんなで「考え」 互いに「支え合い」  

あらゆる人が「受けとめられ」 分野を超えた「支援を受けられる」まちづくり～ 
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２ 基本理念実現のために 

 

基本目標 

１ みんなが支え合い共に生きるまちづくりの推進 

２ あらゆる人を分野を超えて丸ごと受けとめられるまちづくりの推進 

３ 自ら取り組む、みんなで続ける健康づくりの推進 

４ あびこの自然やひとの愛に包まれてこどもが自分らしく育つまちづくりの推進 

５ 誰もが自分らしく住みなれた地域で最期まで安心してくらせるまちづくりの推進 

 

計画の推進にあたっては、「健康づくり分野」、「子ども分野」、「障害者分野」、「高齢者分

野」を設け、各分野での取り組みを明確にするとともに、それらの分野の隙間をつなぎ・

うめる「分野にとらわれない包括的な取組」や「地域共生社会の実現に向けた取組」、「地

域で自分らしく安心してくらす権利を守る取組（成年後見制度利用促進基本計画）」、「生活

困窮者に対する自立支援の取組（生活困窮者自立支援計画）」、「再犯防止の支援（地方再犯

防止推進計画）」の９つの分野を設け、推進していきます。 

本計画は、個別計画を横断的につなぐ基本理念と方向性を示すものであり、基本目標達

成に向けた取り組みについては、個別計画にて推進します。ただし、個別計画のないもの

及び本計画に包含する計画等については、核となる事業の実施をもって推進していきます。 

各事業の推進にあたっては、持続可能な開発目標（ＳＤＧｓ）の視点をもって行うこと

とします。 

 

ＳＤＧｓって？ 

平成２７（２０１５）年９月の国連サミットにおいて全会一致で採択された、

「誰一人取り残さない」持続可能で多様性と包摂性のある社会の実現のための、

令和１２（２０３０）年を年限とする１７の国際目標のことです。日本政府は、

ＳＤＧｓの目標とターゲットに基づき、８つの優先課題を定めています。 

①あらゆる人々の活躍の推進 ②健康・長寿の達成  

③成長市場の創出・地域活性化・科学技術イノベーション  

④持続可能で強靱な国土と質の高いインフラの整備 

⑤省・再生可能エネルギー、気候変動対策、循環型社会  

⑥生物多様性、森林、海洋等の環境の保全 ⑦平和と安全・安心社会の実現 

⑧ＳＤＧｓ実施推進の体制と手段 
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生涯をとおした切れ目ない支援 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

みんなが支え合い共に生きるまちづくりの推進 
 

地域共生社会の実現に向けた取組 

 

あらゆる人を分野を超えて丸ごと受けとめられるまちづくりの推進 
 

分野にとらわれない包括的な取組 

  地域で自分らしく安心してくらす権利を守る取組（成年後見制度利用促進基本計画） 

生活困窮者に対する自立支援の取組（生活困窮者自立支援計画） 

 再犯防止の支援（地方再犯防止推進計画） 

  

自ら取り組む、みんなで続ける健康づくりの推進 
 

健康づくり分野 

 

あびこの自然やひとの愛に包まれてこどもが自分らしく育つまちづくりの推進 
 

子ども分野      

      

誰もが自分らしく住みなれた地域で最期まで安心してくらせるまちづくりの推進 
 

障害者分野 

     高齢者分野 

  

安心とゆとりの健康福祉都市あびこ 

～地域が「つながり」 みんなで「考え」 互いに「支え合い」  

あらゆる人が「受けとめられ」 分野を超えた「支援を受けられる」まちづくり～ 

１８歳 ２０歳 ６５歳 ０歳 

（対象） 

妊娠・出産 

１４歳 
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１ 

み
ん
な
が
支
え
合
い
共
に
生
き
る 

ま
ち
づ
く
り
の
推
進 

・地域共生社会の実
現に向けた取組 

 

計画の構成イメージ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

基本理念 

安心とゆとりの健康福祉都市あびこ 

～地域が「つながり」 みんなで「考え」 互いに「支え合い」  

あらゆる人が「受けとめられ」 分野を超えた「支援を受けられる」まちづくり～ 

基 本 目 標 

２ 

あ
ら
ゆ
る
人
を
分
野
を
超
え
て 

丸
ご
と
受
け
と
め
ら
れ
る 

ま
ち
づ
く
り
の
推
進 

４ 

あ
び
こ
の
自
然
や
ひ
と
の
愛
に 

包
ま
れ
て
こ
ど
も
が
自
分
ら
し
く 

育
つ
ま
ち
づ
く
り
の
推
進 

５ 

誰
も
が
自
分
ら
し
く
住
み
な
れ
た 

地
域
で
最
期
ま
で
安
心
し
て 

く
ら
せ
る
ま
ち
づ
く
り
の
推
進 

３ 

自
ら
取
り
組
む
、
み
ん
な
で
続
け
る 

健
康
づ
く
り
の
推
進 

全体を通して（施策推進にあたり踏まえる現状） 

・分野にとらわれな
い包括的な取組 

・地域で自分らしく
安心してくらす権
利を守る取組 
（成年後見制度利
用促進基本計画） 

・生活困窮者に対す
る自立支援の取組
（生活困窮者自立
支援計画） 

・再犯防止の支援
（地方再犯防止推
進計画） 

・子ども分野 
・高齢者分野    
・障害者分野 

・健康づくり分野    
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第４章    基本目標の達成に向けた施策の推進 

 

 

 

基本目標１ みんなが支え合い共に生きるまちづくりの推進 

（１）地域共生社会の実現に向けた取組 

① 市民一人ひとりがつながる地域づくりの推進 

◆ 現状と課題 

地域における人と人とのつながりは地域づくりにおいて重要な役割を担っていますが、

近年、少子高齢化や核家族化、ライフスタイルの多様化が進んだことにより、地域の人と

人とのつながりは希薄化しています。 

全ての人が住みなれた地域で自分らしく安心して生活していくためには、保健・福祉サ

ービスの整備の強化のみならず、一人ひとりが地域に関心を持つことで人と人とのつなが

りを強化し、互いに支え合うまちづくりの推進が必要です。 

令和５（２０２３）年度に実施した我孫子市第７次健康福祉総合計画市民アンケート調

査（以下「市民アンケート調査」という。）によると、「誰もがより住みやすいまち」にす

るために優先的に取り組むべきことについて、「挨拶や声掛けが気軽にできる地域を作る

こと」が約４割と最も多く、「それとなくお互いが気にかけあう地域をつくること」と考え

る方が３割超となっています。日ごろの近所の人たちとの交流は、「会えば挨拶を交わす程

度」が４割半ばと最も多く、優先的に取り組むべきと感じていることに対して行動してい

ることがうかがえます（Ｐ３５・３６）。 

また、近年地震や台風等の大規模な災害による被害が頻発・激甚化している中で、誰も

が安全に安心してくらせる地域づくりが求められています。そのためには、災害に対する

備えを強化し、全ての人が安全にくらしていける地域づくりが必要です。 

市民アンケート調査によると、自身や同居している家族が困ったり不安に感じたりして

いることについて、複数の困ったことや不安を抱えている方のほぼ半数が「災害時の備え

や避難場所のこと」を選択しています。このことから防災について不安を感じている方が

多いことがうかがえます。 
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自身や同居している家族が困ったり不安に感じたりしていること（複数の困ったことや不安を抱えている方） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：我孫子市第７次健康福祉総合計画市民アンケート調査 

 

防災に向けた取り組みを強化するためには、災害について備える地域ぐるみの活動が重

要であり、日頃から近所の人同士で災害時に避難を支援し合えるような関係をつくること

が必要です。 

さらに、市民アンケート調査では、自身に手助けが必要となった時、地域の人や団体に

手助けを「どちらかといえばしてほしい」、「してほしい」と答えた方が約７割となってお

り、地域に住民同士の支え合いの意識が存在していると考えられます（Ｐ３７）。 

このような地域住民同士の支え合いの意識が具体的な行動や活動につながっていくよ

う、市民・地域の団体・事業所等の福祉に関する理解や関心を高めることが必要です。 

 

◆ 取組 

○ 地域福祉を推進する中核的な団体として地域住民や地域活動団体等との協働を進める

とともに、市との調整役としての役割を持つ社会福祉協議会を支援します。 

○ 孤立しがちな高齢者や障害のある方の社会参加を促すため、外出や移動がしやすい環

境を整備します。 

○ 地域における公益的な取り組みなど様々な福祉サービスを提供している社会福祉法人

が適正に運営を図れるよう、指導監査を実施します。 

○ 高齢者支援活動や子育て支援活動及び地域防災活動を実施している日本赤十字社我孫

子市地区として、赤十字奉仕団と協力して献血や救急法講習会などを実施します。 

○ 身近な方たちとの交流だけでなく、子どもから高齢者、障害のある方等が誰もが参加で

きるような行事やイベントを推進します。 

  

回答者数 = 380 ％

介護、病気、障害など健康のこと

経済的なこと

災害時の備えや避難場所のこと

育児、不登校など子育てに関すること

住環境や防犯など家に関すること

労働環境など仕事に関すること

近所づきあいや友達などの人間関係

DV、いじめ、児童虐待など暴力に関する
こと

その他

59.5

55.8

49.2

48.9

38.7

30.5

25.3

8.7

2.4

0 20 40 60 80
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○ 自治会が地域住民の交流・親睦を図ることで、まちづくりを推進できるよう、活動を支

援します。 

○ 自治会やまちづくり協議会、地区社会福祉協議会、市民活動団体、当事者組織など様々

な主体が連携する仕組みをとおしてコミュニティの活性化に取り組みます。 

○ 災害が発生した際に地域住民一人ひとりが協力できるよう自主防災組織の結成を促し、

地域防災力の向上を図ります。 

 

◆ 基本目標達成に向けて 

事業名 担当課 

・社会福祉協議会支援事業 

社会福祉課 

・福祉バス運行 

・福祉有償運送運営協議会開催 

・社会福祉法人に対する指導監査実施 

・日本赤十字社の援護 

・障害者移動支援事業 
障害者支援課 

・あらき園祭 

・老人クラブ活動の充実 

高齢者支援課 ・生活支援体制整備事業の推進 

・高齢者移動サービスの促進 

・あびこ子どもまつり 
子ども支援課 

・げんきフェスタ 

・自治会活動支援事業 
市民協働推進課 

・地域コミュニティ活性化の推進 

・自主防災組織育成事業 市民安全課 

 

  ○社会福祉協議会 

社会福祉協議会は、社会福祉法第１０９条に定められた地域福祉の推進を図ることを目的と

する団体であり、地域福祉を推進する中核的な団体として、地域住民及び福祉関係者が地域生

活課題の解決に取り組み、地域の方々が住みなれたまちで安心して生活することのできる「福

祉のまちづくり」の実現をめざした様々な活動を行っています。 

○地区社会福祉協議会 

地区社会福祉協議会は、「地域福祉活動の「実践」と「支援」の両面を持ち合わせた住民組

織」で、地域福祉の推進における中心的な住民組織です。 

市内６地区（我孫子北、我孫子南、天王台、湖北・新木、湖北台、布佐）に分け、それぞれ

の地区の住民が活動の担い手となり、様々な地区の福祉課題を見つけ、地域福祉ネットワーク

で連携・協力して、地区の実情に合った福祉活動（課題解決に向けた取り組み）を実施してい

ます。 
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② 居場所や交流の場づくりの促進 

◆ 現状と課題 

一人ひとりが地域で孤立することなく住民同士がつながりあう地域づくりを推進する

ためには、誰もが参加できる交流の場や居場所づくりが重要です。 

日頃から多くの方が地域活動に参加することで、住民同士のつながりが深まり、支え合

いの意識が高まることにより、孤立を防ぐことができます。 

しかし、市の自治会加入率は減少傾向にあり（Ｐ３３）、さらに新型コロナウイルス感染

症拡大の影響で地域活動が縮小・中止となるなど、住民同士の交流の場が減少しました。 

誰もが孤立することなくいきいきとした生活を営むためには、地域での交流や社会参加

が重要であり、世代間や支援者同士など多様な交流の場づくりやレクリエーション、スポ

ーツ活動、地域行事等への参加を促進する取り組みを進めていくことが必要です。 

 

◆ 取組 

○ 相談や健康教育等をとおして健康の保持増進、知識や情報の普及啓発を行うとともに

地域交流・社会参加・健康づくりを推進する場や機会を設けるよう取り組んでいきます。 

○ 近隣センターなど地域活動の拠点となるコミュニティ施設の活用を充実させることで

地域の活性化に取り組みます。 

○ あびこ市民活動ステーションで実施するイベントをとおして市民主体のまちづくり活

動を支援します。 

 

◆ 基本目標達成に向けて 

事業名 担当課 

・きらめきデイサービスの促進 
高齢者支援課 

・老人福祉センターの運営 

・地域活動支援センターの運営支援 
障害者支援課 

・日中一時支援事業 

・あびっ子クラブ 子ども支援課 

・子育て支援拠点事業 保育課 

・近隣センター施設運営 
市民協働推進課 

・市民活動ステーションの管理 

・健康スポーツ普及事業 文化・スポーツ課 

  



 
51 

 

③ 活動の担い手の育成・確保 

◆ 現状と課題 

地域で活動する団体や地域住民が主体的につながり、一人ひとりがまちづくりの推進に

向けて活動する地域共生社会を実現するためには、一人ひとりに対して地域参加を促すだ

けでなく、地域活動を担う人材育成の支援やボランティアに取り組む方の活動支援も必要

です。しかし、市民アンケート調査によると、「市民活動団体・ボランティア団体・ＮＰＯ

団体」、「民生委員・児童委員」について知っている方は約半数いますが、実際に相談した

ことのある方はいずれも１％未満と少なくなっています（Ｐ３８）。 

地域活動を支える担い手は高齢化・固定化しています。また、少子化・核家族化が進み

ライフスタイルが多様化していることで地域のつながりが希薄化し、活動の担い手の減少

や規模の縮小が進んでいます。 

このような中、社会福祉協議会ではボランティア活動の普及や推進の拠点として「ボラ

ンティア市民活動窓口て・と・り・あ」を設置し、様々な分野のボランティアや市民活動

団体、ＮＰＯ団体、自治会、学校活動、企業の社会貢献活動などの支援を行っています。 

 

ボランティア登録者数・団体数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：ボランティア市民活動相談窓口て・と・り・あ 

 

ボランティアをしたい方への情報提供やボランティアを必要としている方への支援を

実施している社会福祉協議会との連携を強化し、地域活動の裾野を広げるため、幅広い世

代が活動の担い手となるよう、若い世代を含めた新たな担い手づくりを進め、市民公益活

動を活性化する必要があります。 
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◆ 取組 

○ 地域のまちづくりを推進し、市民公益活動や生涯学習活動を行う団体の運営や事業を

支援するための公募補助金を交付します。 

○ 若い世代を含めた幅広い世代が市民公益活動に参加するための効果的なアプローチ手

法を検討するなど、市民公益活動への参加促進に取り組むとともに、あびこ市民活動ス

テーションで実施するイベントや担い手づくり事業などをとおして市民公益活動を支

援します。 

○ 地域では民生委員・児童委員（主任児童委員）、人権擁護委員、防犯指導員、青少年相

談員、保護司、健康づくり推進員及び食生活改善推進員、スポーツ推進委員などが活躍

しています。このような方々とより連携を深め、支援を必要とする方たちが地域で孤立

しない仕組みづくりに努めます。 

 

◆ 基本目標達成に向けて 

事業名 担当課 

・公募補助金制度の運用 
市民協働推進課 

・市民公益活動の担い手を増やすための取組 

・地域で活躍する方たちの支援 全庁 
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～地域で活躍する方たち～ 

○民生委員・児童委員（主任児童委員） 

民生委員・児童委員は、民生委員法及び児童福祉法に基づき、厚生労働大臣が委嘱している

無償のボランティアです。地域の身近な相談相手として住民の方々の相談内容に応じて必要な

支援を受けることができる専門機関や行政などにつなげるため、見守り支援やニーズに応じた

福祉サービスなどの情報提供等を行っています。民生委員・児童委員の中には子どもに関わる

こと全般を専門的に担当する主任児童委員がいます。 

○人権擁護委員 

人権擁護委員は、法務大臣から委嘱され、市町村の区域で人権擁護活動を行う民間のボラン

ティアです。人権侵害事件の調査処理、人権相談、人権啓発活動を行っています。 

○防犯指導員 

防犯指導員は、防犯協議会から委嘱され、防犯指導員連絡協議会の一員として、市内一斉防

犯パトロールをはじめとして地域の様々な防犯活動の中心的役割を担っています。 

○青少年相談員 

青少年相談員は、千葉県知事と市長から委嘱を受け、子どもたちと一緒に遊んだり様々な体

験の場を提供したりすることで、子どもの健全な育成を図るために活動している地域のボラン

ティアです。小・中学生を対象としたイベントや各種研修、会議を実施しています。 

○保護司 

保護司は、保護司法に基づき、法務大臣から委嘱された犯罪や非行をした方の立ち直りを地
域で支える民間のボランティアです。民間人としての柔軟性と地域の実情に通じているという
特性を活かし、保護観察官と協働して保護観察に当たるほか、犯罪や非行をした方が刑事施設
や少年院から社会復帰を果たしたときスムーズに社会生活を営めるよう、釈放後の住居や就業
先などの帰住環境の調整や相談を行っています。 

○健康づくり推進員及び食生活改善推進員 

健康づくり推進員及び食生活改善推進員は、市長から委嘱され、市と地域をつなぐ健康づく
りの担い手として、健康づくりや食生活改善のための情報を地域の方々へ広める活動を行って
います。 

○スポーツ推進委員 

スポーツ推進委員は、スポーツ基本法に基づき、我孫子市教育委員会教育長から委嘱された
非常勤職員です。スポーツ推進のため、地域や学校で実施する大会やイベントなどをとおして
スポーツの指導や企画・運営のサポート活動をしています。 
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④ 誰もが安心してくらせる地域づくり 

◆ 現状と課題 

地域には子どもから働き盛りの方、高齢者といった幅広い年代の方をはじめ、障害のあ

る方や一人で子どもを育てている方など様々な方がくらしています。 

その中で、地域とのつながりが薄い世帯は社会的な孤立に陥ってしまうおそれがありま

す。虐待、孤立死などを防ぐためには、支援を必要としている方を発見し、地域全体で見

守ることができる環境を作ることが必要です。 

市民アンケート調査によると、近くに何等かの事情で困っている家庭があった場合、手

助けができることとして、「見守りや安否確認の声かけ」が７割半ばと最も高く、次いで「救

急車を呼ぶこと」、「話し相手、相談に乗ること」となっています（Ｐ３９）。 

また、地域にある課題で関心のあるものについては、「地域の子どもの見守り」と答えた

方が９割半ばと一番多くなっています。このことから、地域の中でお互いに見守り合う意

識が根づいていることがうかがえます。 

地域にある課題で関心のあるもの（地域の子どもの見守り） 

 

 

 

 

 

 

 

資料：我孫子市第７次健康福祉総合計画市民アンケート調査 

 

支援を必要としている方を早期に発見し適切な支援へとつなげるために、見守りを強化

し地域での孤立をなくしていくことが必要です。 

 

誰もが安心してくらせる地域づくりの実現のためには、市民の犯罪への不安感を減少さ

せ安心感を高めることが重要です。しかし、地域のつながりの希薄化等により犯罪を抑止

する地域の「防犯力」の低下が懸念されるため、一人ひとりが犯罪の防止に対しての意識

を高め、誰もが安心してくらせる地域づくりを推進することが重要です。しかし、犯罪が

後を絶たず、多くの犯罪被害者等が犯罪によって受けた心身の被害のみならず、捜査機関

や司法機関での事情聴取により何度も当時の記憶を掘り起こされたり、周囲から心ない言

葉を浴びせられたりするなどの二次被害に苦しんでいる現実があり、犯罪の防止だけでな

く犯罪被害者等に対する適切な対応と支援が必要です。 

 

また、市の高齢者単身世帯数は増加傾向にあります（Ｐ９）。身寄りのない高齢者等の生

活上の課題に向き合い、安心して歳を重ねることができる社会を作ることが必要です。 
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◆ 取組 

○ 自宅で誰にも気づかれずに亡くなり、死後発見される孤立死を防ぐため、他機関と連携

し、孤立した状態の方をいち早く発見し支援します。 

○ 地域住民の一員として子どもから高齢者・障害のある方等の安否確認や見守り、声掛け

を行っている民生委員・児童委員と主任児童委員の担い手の確保に向けて、関係機関と

協力し人材の育成及び発掘に努めます。また、民生委員・児童委員と主任児童委員のス

キルアップ及び意識向上に向けて委員研修の開催など活動を支援します。 

○ 子どもから高齢者・障害のある方等、全ての方が安心してくらせる地域づくりを推進す

るため、関係機関と連携し、虐待防止に向けた取り組みや支援体制の整備を図ります。 

○ 関係機関と連携し、安全安心なまちづくりのための活動を促進します。また、犯罪被害

者等に対し見舞金及び転居費用を支給し、犯罪被害者等が受けた被害の早期の回復及

び軽減を図ります。 

○ 身寄りのない高齢者等を対象に、意思決定支援を確保しながら、日常生活支援に加え、

入院・入所時の身元保証を代替する支援や死後の事務支援を併せて提供します。 

○ ８０歳以上の介護・福祉サービスを利用していない独居高齢者を対象に、関係機関と連

携しつつ個別訪問を実施し、健康面や生活面の状況確認と必要に応じて情報提供等の

支援を行います。また、７５歳を迎えるひとり暮らしの高齢者のうち、介護サービスや

福祉サービスを利用していない方を対象に、郵送にて高齢期の健康づくりに関する情

報提供を行います。 

 

◆ 基本目標達成に向けて 

事業名 担当課 

・孤立死防止対策事業 

社会福祉課 
・民生委員推薦 

・ＤＶ相談 

・あんしん生活支援事業（仮） 

・独居者訪問事業 高齢者支援課 

・虐待防止 

子ども相談課 

高齢者支援課 

障害者支援課 

・防犯計画の推進 
市民安全課 

・犯罪被害者等支援制度（仮） 
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⑤ 一人ひとりを認め合い受けとめられる地域づくり 

◆ 現状と課題 

地域には年齢や性別、国籍、職業、心身の状況等様々な違いのある方がくらしており、

全ての方が安心して自分らしく生活していくためには、年齢や性別、国籍、障害の有無な

どに関わらず一人ひとりを認め合い、個人の尊厳を守る意識を高めていくことが大切です。 

市民アンケート調査によると、地域にある課題として「いじめや不登校など学校に関す

ること」と「差別や偏見があること」に関心があると答えた方が約９割と、いじめや差別

といった個人の尊厳を脅かされる課題について関心を持っている方が多いことがうかが

えます（Ｐ４０）。 

また、差別のない社会に近づけるためには、「学校等での子どもへの教育に組み込むこと」

が有効であると答えた方が７割と最も多く、次いで「一人ひとりが当事者の声を聞く機会

を増やすこと」、「法律や条例で規定すること」の割合が高くなっています。このことから、

子どものうちから差別や偏見を持つことなく一人ひとりを認め合う意識を育てていくこ

とが必要と考えている方が多いことがわかります（Ｐ４１）。 

一方、市のいじめ認知件数は令和３（２０２１）年度から減少傾向にあり、令和５ 

（２０２３）年度の小中学校を合計したいじめの認知率は４．０％となっています 

（Ｐ２０）。 

いじめは児童生徒の心身の成長に大きな影響を及ぼし、かけがえのない命を失いかねな

い極めて重大な問題です。いじめの未然防止や早期発見・早期対応のための取り組みを推

進していくことが必要です。 

  

～孤立死防止対策事業～ 

地域社会から孤立している方または孤立するおそれのある方に対し、市及び電気、ガス、水

道などのライフラインの各事業者や福祉事業者、ＮＰＯ法人、民間事業者等が連携し、生活困

窮者を把握して適切な支援につなげることにより、孤立死を防止するとともに、誰もが安心し

て生活できる環境を確保することを目的に孤立死防止対策をすすめています。 

～あんしんカード～ 

自宅で具合が悪くなり救急車を呼ぶ時や災害時の安全

と安心を守る取り組みとして、社会福祉協議会ではあん

しん医療情報カード「あんしんカード」の配布を実施し

ています。 

かかりつけ医や服用内容などの医療情報を記入したカ

ードを入れた筒型の容器を冷蔵庫に保管し、救急時に本

人等が症状等を説明することができない場合、保管され

た情報をもとに救急隊が「かかりつけ医療機関」や「搬

送先医療機関」などと連絡・連携し、迅速な救命処置等

に役立てます。 



 
57 

 

◆ 取組 

○ いじめ防止に対する関係者で構成された組織を運営するとともに、教職員や少年指導

員の研修会などをとおしていじめ問題などについて見識を深め適切な対応ができるよ

う支援するとともに、いじめの未然防止や早期発見・早期対応に向けた取り組みや子ど

もが気軽に相談できる仕組みづくりを進めます。 

○ お互いを認め合い、人権を尊重し、人権についての理解を深めるため、人権に対する啓

発活動を推進します。 

○ 様々な人権問題について相談を受けられるよう、人権擁護委員による人権相談を実施

します。 

○ 福祉教育などの学びの場をとおして福祉に関心を持つ人を増やし、支え合い、助け合い

の意識を醸成し、人と人とがつながる地域づくりを推進します。 

 

◆ 基本目標達成に向けて 

事業名 担当課 

・いじめ防止対策 指導課 

・いじめ問題対策連絡協議会等の運営 子ども相談課 

・人権に対する啓発活動 
社会福祉課 

・人権相談 

・生涯学習推進計画の推進 生涯学習課 
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基本目標２ あらゆる人を分野を超えて丸ごと 

受けとめられるまちづくりの推進 

（１）分野にとらわれない包括的な取組 

◆ 現状と課題 

少子高齢化や核家族化、ライフスタイルの変化などにより、８０５０問題、ひきこもり、

虐待、ヤングケアラーなど一人ひとりが抱える課題は複雑化・複合化しています。このよ

うに一人で複数の課題を抱えている方や分野を超えた支援を必要とする方、また、制度の

狭間にあるため現状の支援制度では対応が難しく課題を抱えているものの適切な支援を

受けることが難しい方が増えています。 

市民アンケート調査においても、複数の困りごとがある世帯はほぼ半数となっており、

市民を取り巻く問題は複雑化・複合化していることがうかがえます。 

複数の困りごとがある世帯 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：我孫子市第７次健康福祉総合計画市民アンケート調査 

 

このような複雑化・複合化した問題に対応するためには、高齢者や障害のある方、子ど

もといった各分野の壁を低くし、風とおしの良い現場環境を整え、必要な時にスムーズに

連携できるよう体制を整備することが必要です。 

国においてはさらなる地域共生社会の実現に向けて、地域住民の複雑化・複合化した支

援ニーズに対応する包括的な支援体制を構築するため、令和３（２０２１）年４月に施行

された改正社会福祉法により、本人・世帯が有する複合的な課題を包括的に受け止め、継

続的な伴走支援を行いつつ適切に支援していくため、市町村による包括的な支援体制の構

築に向けて、一つの支援機関だけでは解決に導くことが難しい複雑化・複合化した課題を

抱える方や制度の狭間にあり支援が届かない方などに対し、行政の各分野の職員や地域の

支援団体などが分野を超えて支援を行う重層的支援体制整備事業を実施できる旨が示さ

れました。 

 

 

複数回答

53.2%単数回答

23.7%

特にない

23.1%

回答者数＝714 
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市では、平成１０（１９９８）年から高齢者や障害のある方、子ども、生活困窮など各

分野に社会福祉士などの専門的知識をもった福祉総合職を配置し、各分野の支援体制を整

備してきました。また、日頃から情報共有や意見交換を行うなど各分野との連携を十分に

図ることができる体制を整備しています。このことにより、複合化した相談を受けた際に

迅速に該当分野の職員が集まり、対応を協議しつつ適切な支援ができる体制が整えられて

います。 

 

◆ 取組 

○ 制度の狭間にいる方や複雑で複合的な課題を有する方を含む全ての方を受け止め、地

域にある資源や培ってきた専門性を活かし、複雑化・複合化した相談に対応できるよう、

各分野との連携を強化します。 

○ 複雑化・複合化した相談に対応できるよう、各分野の相談体制も強化していきます。 

○ 各分野の壁を低くし、風とおしの良い現場環境を整え、また関係機関との連携をさらに

強化するため研修会等を開催します。 

 

◆ 基本目標達成に向けて 

事業名 担当課 

・相談体制の連携の強化 

社会福祉課 

高齢者支援課 

障害者支援課 

子ども相談課 

健康づくり支援課 

教育相談センター 

・各分野の相談体制の強化 

社会福祉課 

高齢者支援課 

障害者支援課 

子ども相談課 

健康づくり支援課 

教育相談センター 
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（２）地域で自分らしく安心してくらす権利を守る取組 

（成年後見制度利用促進基本計画） 

認知症、知的障害、精神障害等により判断能力が十分でない方は、財産の管理や契約等

の法律行為を行う際に自分で判断することが難しい場合があります。 

成年後見制度はこうした判断能力が十分でない方の財産管理や契約の補助、代理として

契約を行うことによって安心して生活できるよう支援し、権利とくらしを守る制度として

平成１２（２０００）年４月から開始されました。 

国においてはこれまでの取り組みに加え、ノーマライゼーション、自己決定権の尊重、

身上保護の重視に向けた制度理念の尊重を図るため、平成２８（２０１６）年５月に「成

年後見制度の利用の促進に関する法律」が施行されました。同法第１４条で市町村は、市

における成年後見制度の利用の促進に関する施策について基本的な計画を定めるよう努

めるとされ、市では令和２（２０２０）年３月に「我孫子市成年後見制度利用促進基本計

画」を前計画に位置づけ策定しました。 

認知症高齢者や精神障害者等の増加、家族のあり方の変化等を背景に、今後、成年後見

制度の利用の更なる増加が見込まれることから、支援を必要とする方が適切な制度につな

がり、その方の権利が守られる地域づくりを目指し、本計画でも引き続き「我孫子市第２

次成年後見制度利用促進基本計画」と位置づけます。 

 

① 成年後見制度の理解を広める環境づくり 

◆ 現状と課題 

高齢化が進み認知症高齢者の増加や障害のある方の障害の重度化・重複化により、成年

後見制度の利用者がますます増加することが想定されます。 

市民アンケート調査によると、成年後見制度を聞いたことがある方は約８割となってお

り成年後見制度について市民の認知度は高いことがわかります（Ｐ４１）。 

成年後見制度の重要性が高まっているため、全ての方が成年後見制度を安心して利用で

きるよう正しい知識の周知を図っていく必要があります。 

 

◆ 取組 

○ 市民の権利擁護意識を高め、成年後見制度の理解促進を図るため、成年後見制度に関す

る出前講座の実施等普及啓発を行います。 

○ 支援を必要とする方が早期の支援につながるよう、広報あびこや市ホームページなど

により成年後見制度の周知・広報活動を行います。 
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② 市民後見人候補者等の育成 

◆ 現状と課題 

市における成年後見制度利用者数は増加傾向にありますが、親族関係の希薄化、また、

単身世帯や身寄りのない高齢者等の増加により親族が後見を担う件数は年々減少してお

り、令和５（２０２３）年では３割を切っています。そのため、専門職を含む第三者が後

見人等を担う件数が増加しており、このような状況が続くと専門職の後見人等のみでは賄

いきれなくなることが想定されます。成年後見制度についての知識を持ち地域で利用者を

支えることのできる市民後見人が必要とされています。 

市民後見人は地域の住民同士が支え合う地域共生社会の実現にとって重要であり、身近

な地域で生活する方が後見人等として支えることができるという特長がありますが、市で

令和元（２０１９）年度から実施している「市民後見人養成講座」を受講した方で市民後

見人として活動している実績は令和６（２０２４）年１０月時点でないことから、引き続

き市民後見人となる人材の育成に取り組む必要があります。 

 

選任者と被後見人の関係別件数（親族、弁護士、司法書士等） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：千葉家庭裁判所（各年１２月３１日現在） 

  

令和元年 令和２年 令和３年 令和４年 令和５年

その他個人 0 1 1 1 2

その他法人 13 18 16 13 17

行政書士 2 1 4 8 8

社会福祉協議会 7 7 13 14 14

社会福祉士 54 57 58 54 54

司法書士 45 45 43 43 38

弁護士 33 36 47 56 62

親族 91 97 87 77 77

親族の割合 37.1 37.0 32.3 28.9 28.3

25.0

30.0

35.0

40.0

0

100

200

300

（％）（件）

245 
262 

269 266 272 
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◆ 取組 

○ 市民後見人として活動するためには十分な知識と経験が必要なため、今後も関係団体

と協力し、市民後見人養成講座を実施し市民後見人の育成を行います。 

 

③ 成年後見制度の推進 

◆ 現状と課題 

市の成年後見制度の利用者は令和元（２０１９）年度から令和５（２０２３）年度にか

け３０人以上増加し（Ｐ２９）、権利擁護に関する相談件数も増加しています。 
 

高齢者支援課・高齢者なんでも相談室相談受付件数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：高齢者支援課 

 

障害者支援課・障害者まちかど相談室相談受付件数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：障害者支援課 

 

今後も成年後見制度の利用者の増加が見込まれる中、成年後見制度の利用が経済的に困

難な方も増加することが見込まれます。 

市では、成年後見制度の利用促進のため、親族による申立てが難しい方に対する市長申

立てや生活保護受給者、中国残留邦人等の被後見人等の方を対象に報酬助成を行っており、

助成件数も増加傾向にあります。（Ｐ３０）  

24,210 
27,937 

31,474 31,514 33,318 
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◆ 取組 

○ 申立費用や第三者後見人等(後見監督人等も含む)の報酬費用の支払いが経済的に困難

な方にも安心して成年後見制度が利用できるよう、引き続き報酬助成などの支援を推

進していきます。 

 

④ 成年後見制度の地域連携ネットワークの構築 

◆ 現状と課題 

成年後見制度を必要とする方の利用を促進するために、制度の利用開始前から後見人等

の選任後まで安心して利用ができるように、福祉・行政・法律の専門職などが連携して「支

援」する機能と家庭裁判所が「運用・監督」する機能を持つ地域連携ネットワークを整備

することが求められています。 

こうした中、市では庁内関係課及びその他の様々な機関と連携し、権利擁護支援を必要

とする方に対し相談・支援を行っています。 

また、市の成年後見制度利用促進のための仕組みを整備するために、外部団体等と協力

して「我孫子市成年後見制度利用促進検討委員会」を令和５（２０２３）年度に立ち上げ

ました。 

委員会での意見を取り入れながら市の成年後見制度利用促進に努めていきます。 

 

◆ 取組 

○ 引き続き権利擁護支援を必要としている方の支援を行うため、関係機関との連携を強

化していきます。 

○ 我孫子市成年後見制度利用促進検討委員会を開催し、地域の実情に合った支援を行え

る体制整備を行います。 

○ 権利擁護支援を必要とする方が必要なときに適切な支援につながるように、地域で支

える体制を構築する地域連携ネットワークの中心となる中核機関を設置します。 

 

◆ 基本目標達成に向けて 

事業名 担当課 

・成年後見制度利用への支援 社会福祉課 

高齢者支援課 

障害者支援課 

・中核機関等の整備 

・市民後見人候補者等の育成 
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～地域連携ネットワークとは～ 

 

 

成年後見制度の利用促進と制度の需要増加に対応できる体制づくりのためには、権利擁護支

援のための地域連携ネットワークの構築が重要です。 

地域連携ネットワークは制度を必要とする方が適切に利用できるようにするための地域連携

の仕組みであり、既存の保健・医療・福祉の連携に司法も含めた連携の仕組みを構築するもの

とされています。 

そして、その役割と構成要素は次のとおりです。 

○地域連携ネットワークが担う３つの役割 

①権利擁護支援を必要とする方の発見・支援 

②早期の段階からの相談・対応体制の整備 

③意思決定支援・身上保護を重視した成年後見制度の運用に資する支援体制の構築 

 

○地域連携ネットワークを構成する３つの要素 

①本人を見守り、本人の意志や状況を把握して必要な対応を行う「チーム」 

②「チーム」の支援と地域の関係者・団体等の連携づくりを進める「協議会」 

③「チーム」と「協議会」のコーディネートを行う「中核機関」 

 

○「中核機関」の役割 

「中核機関」とは、専門職による専門的助言等の支援の確保や協議会の事務局など、地域連

携ネットワークのコーディネートを担う中核的な機関です。厚生労働省の「地域における成年

後見制度利用促進に向けた体制整備のための手引き」では中核機関に求められる役割として以

下の３つを位置づけています。 

①地域の権利擁護支援・成年後見制度利用促進機能の強化に向けて、全体構想の設計とその 

実現に向けた進捗管理・コーディネート等を行う「司令塔機能」 

②地域における「協議会」を運営する「事務局機能」 

③地域において「３つの検討・専門的判断」を担保する「進行管理機能」 

 

○地域連携ネットワークのイメージ 

 

出典：厚生労働省 

本人に身近な家族
等 

後見人
等 

本人 
 

権利擁護支援チーム 

福祉・行政・法律専門職など多様な主体の連携による「支援」機能 
①権利擁護の相談支援、②権利擁護支援チームの形成支援、③権利擁護支援チームの自立支援 

家庭裁判所による 

「制度の運用・監督」機能 

地域の 

相談支援機関 
専門職団体 

ネットワークの

関係者 

機能強化のためのしくみづくりの視点 

中核機関 

家庭裁判所 

市町村 
多様な主体の参画・活躍の視点 

共通理解の促進の視点 

都道府県 
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（３）生活困窮者に対する自立支援の取組（生活困窮者自立支援計画） 

戦後、生活に困窮する方に対しその困窮の程度に応じて必要な保護を行い、健康で文化

的な最低限度の生活を保障するとともに、自立を助長することを目的とした制度として生

活保護制度が導入されました。しかし、バブル崩壊やリーマンショックなどをとおして日

本は長く不況の状況下にあります。こうした経済情勢に加え少子高齢化などの社会状況の

変化により、生活困窮に陥る方が増加しました。 

このような状況の中、生活保護制度の強化とともに生活保護に至る前の生活困窮者への

支援を実施することを目的とし、平成２７（２０１５）年４月に「生活困窮者自立支援法」

が施行されました。 

市では、生活困窮者自立支援法に基づき生活困窮者に対する支援に取り組んでいます。 

生活困窮者は経済的な問題以外にも、身体的・精神的な疾患といった健康問題など複合

化した様々な問題を抱えている方が多いと言われており、現在、生活困窮に陥っている方

だけでなく今後生活困窮状態に至る危険性のある方についても早期に予防的な対応を行

えるように、できる限り幅広い支援を行うことが必要です。 

このような現状を踏まえ支援を必要とする生活困窮者を把握し、一人ひとりに合った支

援を行い、自立した生活を送ることを目的に「我孫子市生活困窮者自立支援計画」と位置

づけます。 

 

生活困窮者自立支援法では必須事業と任意事業が定められており、市では次の事業を実

施しています。 

（必須事業） 

〇自立相談支援事業 

生活に困窮している方が生活保護に陥ることなく、早い段階で自立した生活に戻れる

ように相談を受け、その方の抱える様々な問題に対応した支援へとつなげていきます。 

〇住居確保給付金 

離職等により家賃を支払うことが困難な方が、安定して就職活動ができるように、期

限付きで家賃相当額を支給します。また、家計改善のための家賃の低廉な住宅への転居

費用を支給します。 

（任意事業） 

〇居住支援事業 

生活に困窮していて住居を持てない方や住居を失ってしまった方に対して一定期間内

に限り宿泊場所や食事の提供などを行います。 

〇子どもの学習・生活支援事業 

生活困窮世帯等の子どもたちが将来への希望を持って就学または就労ができるよう、学

習支援員及び学習支援団体と協力し学習の支援等を行います。 
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〇就労準備支援事業（仮） 

集団生活や団体活動が難しい等の要因により直ちに一般就労への移行が困難な生活困

窮者や生活保護受給者を対象に就労等に関する支援を行います。 

〇家計改善支援事業（仮） 

自身の家計の状況を把握できないことから生活困窮に陥る場合も多いため、家計状況

の見える化と根本的な課題の把握を行い、相談者が自ら家計を管理できるように支援を

行います。 

 

生活困窮者自立支援制度における相談支援のイメージ 

  



 
67 

 

① 相談支援体制の整備 

◆ 現状と課題 

相談支援は生活困窮者の発見・把握という包括的な支援の「入口」となるものであるこ

とから、様々な相談に対応し幅広い支援を行う必要があります。 

市民アンケート調査によると、経済面で「やや苦しい」、「大変苦しい」と答えた方で、

困ったときに市へ相談しようと思う方は２割程度であり、多くの方は相談する相手として

「家族や親せき」、「友人・知人」を挙げています。生活困窮に陥り何らかの支援を必要と

している場合であっても、自ら市や関係機関へ相談に行く方は少なく、その結果適切な支

援につながることができない方が多いと考えられます。 

 

困ったときの相談相手（経済面で「やや苦しい」、「大変苦しい」と答えた方） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：我孫子市第７次健康福祉総合計画市民アンケート調査 

 

また、生活困窮者の背景は経済的困窮のほか、家族関係や病気、社会での生きづらさな

ど様々な課題が複合化していることが多く、一つの分野だけでは対応が難しい場合が増加

しています。 

支援の手が届かない方を早期に発見すると同時に、複雑化・複合化した相談に対応する

ため、行政の職員や地域で活動する団体等が日頃から情報共有を行い、各分野においてス

ムーズに連携を図る体制を整備することが必要です。 

回答者数 = 262 ％

家族や親せき

友人・知人

保育園(所) ・幼稚園・学校

市役所

各種専門機関・相談窓口

職場の同僚や上司

高齢者なんでも相談室や障害者まちかど
相談室

近所の人

社会福祉協議会

弁護士や司法書士

民生委員・児童委員

ボランティア団体やNPO団体

相談できる人がいない

その他

76.3

43.1

23.7

21.4

17.2

16.4

10.7

5.3

5.0

2.7

2.3

0.8

6.1

2.7

0 20 40 60 80 100
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◆ 取組 

○ 複雑化・複合化した相談に対応し、適切な支援につなぐことができるよう、各分野との

連携を強化し、予防的な対応も含め相談者を広く受け止めて自立を支援します。 

○ 一人ひとりの状態に合った自立支援プランを提供できるよう、研修などをとおして相

談員の知識を深め支援体制の向上を図ります。 

 

② 支援内容の拡大 

◆ 現状と課題 

生活困窮者自立支援窓口の相談内容は、年金収入のみで生活している方や様々な要因で

働けなくなった方が生活に困窮しているというものが多くなっています。また、市民アン

ケート調査によると、経済面で「やや苦しい」、「大変苦しい」と答えた方の６割半ばが困

ったり不安に感じたりしていることとして「経済的なこと」を挙げており、次いで「介護、

病気、障害など健康のこと」となっています。 

 

自身や同居している家族が困ったり不安に感じたりしていること 

（経済面で「やや苦しい」、「大変苦しい」と答えた方） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：我孫子市第７次健康福祉総合計画市民アンケート調査 

  

回答者数 = 263 ％

経済的なこと

介護、病気、障害など健康のこと

育児、不登校など子育てに関すること

災害時の備えや避難場所のこと

労働環境など仕事に関すること

住環境や防犯など家に関すること

近所づきあいや友達などの人間関係

DV、いじめ、児童虐待など暴力に関する
こと

その他

特にない

65.4

44.1

39.9

30.4

28.5

25.5

19.4

7.6

1.9

10.6

0 20 40 60 80
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生活相談の受付件数については年々減少しているものの、生活保護制度の利用に至った

件数については年々増加しており、令和５（２０２３）年度には１９３件となっています。 

 

生活相談の状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：社会福祉課 

 

また、相談の内容については「収入・生活費のこと」が最も多くなっています。 

 

生活相談の内容 令和５（２０２３）年度 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

資料：社会福祉課 

 

 

 

 

2,543 
2,101 

1,857 

163 

184 
193 
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2,000

2,500

3,000

令和３年度 令和４年度 令和５年度
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生活相談受付件数 内、生活保護制度の利用に至った件数

842 

585 

355 

297 

247 

218 

90 

81 

28 

21 

19 

12 

8 

7 

331 
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収入・生活費のこと

家族との関係のこと

住まいのこと

病気や健康、障害のこと

家賃・ローンの支払のこと

仕事探し、就職のこと

債務のこと

税金・公共料金の支払のこと

食べるものがない

介護のこと

仕事上の不安やトラブルのこと

子育てのこと

地域との関係のこと

ひきこもりのこと

その他

（件）
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市では、生活困窮者に対する支援事業として住居確保給付金や居住支援事業を実施して

います。支援の提供範囲を拡大するため、就労準備支援事業や家計改善支援事業の実施を

検討し、生活困窮者に対してより良い支援を行える体制を整備することが必要です。 

 

◆ 取組 

○ 生活困窮として相談された方に合った包括的な支援を提供できるよう、各事業の強化

を図ります。 

○ 生活困窮者自立支援法に基づく就労準備支援事業や家計改善支援事業の実施を検討し、

生活困窮者の自立支援に取り組んでいきます。 

 

③ 学びの場の提供 

◆ 現状と課題 

生活困窮世帯の子どもは、経済的な理由による学習資源不足や家事や育児など通常であ

れば大人がやるべきことを担う傾向（ヤングケアラー等）があることで、学校外の学習機

会が少なくなってしまうことなどによる教育格差が問題視されています。 

子どもや若者が生まれ育った環境によって将来が左右されることなく、貧困が世代を超

えて「連鎖」しないよう、生活困窮世帯で学力が低下しがちな児童や生徒等へ学習支援を

通じて学習習慣や探求心を育み、子どもの学力や能力の向上を図ることが必要です。 

 

◆ 取組 

○ 経済的な理由による教育格差の解消や子どもと地域の交流を図るため、子どもの学習

支援・生活支援事業を推進していきます。 

 

◆ 基本目標達成に向けて 

事業名 担当課 

・自立相談支援事業 

社会福祉課 

・住居確保給付金事業 

・居住支援事業 

・子どもの学習・生活支援事業 

・就労準備支援事業（仮） 

・家計改善支援事業（仮） 
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（４）再犯防止の支援（地方再犯防止推進計画） 

罪を犯した方の中には、地域社会で生活する上で様々な課題を抱えている方が多く、社

会に馴染めずに社会復帰ができないことや孤立感から再び罪を犯してしまう傾向があり

ます。 

国における刑法犯認知件数は令和３（２０２１）年までは減少傾向にありましたが、令

和４（２０２２）年以降増加傾向にあります。一方、検挙された方の約半数は過去に罪を

犯した方です。全ての方が地域で安全・安心にくらせる社会を実現するためには犯罪や非

行等の繰り返しを防ぐ再犯防止に関する取り組みを行うことが求められています。 

 

刑法犯認知件数（国） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：令和６（２０２４）年警察白書 

 

このような中、平成２８（２０１６）年に「再犯の防止等の推進に関する法律」が施行

され、平成２９（２０１７）年に国の「第一次再犯防止推進計画」、令和５（２０２３）年

に「第二次再犯防止推進計画」が閣議決定されました。国の再犯防止推進計画では、犯罪

をした者等が円滑に社会の一員として復帰できるようにすることで、国民が犯罪による被

害を受けることを防止し、安全で安心してくらせる社会の実現に寄与することが基本方針

として示されています。 

市においても罪を犯した方の社会復帰を後押しし、さらなる犯罪被害の防止に取り組み、

全ての方が地域で安全で安心してくらせる社会を実現するため、再犯の防止等の推進に関

する法律第８条第１項の規定に基づいた地方再犯防止推進計画として「我孫子市再犯防止

推進計画」と位置づけます。 

 

◆ 現状と課題 

市民アンケート調査によると、刑務所出所者について、「社会問題と思う」方が４割、「自

己責任と思う」方が３割半ばとなっており、出所者に対する差別や偏見などの問題につい

て「自己責任と思う」方の割合が多くなっています。  

817,338 
748,559 

614,231 
568,104 601,331 

703,351 

0

300,000

600,000

900,000

平成30年 令和元年 令和２年 令和３年 令和４年 令和５年

（件）
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刑務所出所者に対する考え方  

 

 

 

 

 

 
資料：我孫子市第７次健康福祉総合計画市民アンケート調査 

 

また、地域には犯罪や非行をした方たちが再び罪を犯すことがないよう、その立ち直り

を地域で支える民間のボランティアとして保護司がいます。保護司法・更生保護法に基づ

き、法務大臣から委嘱を受けた非常勤の国家公務員とされています。市の保護司数は横ば

いで推移しており、令和５（２０２３）年度は１５人となっています。 

 
 

保護司数 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：社会福祉課 

犯罪や非行をした方が地域社会の中で孤立することなく生活を送れるような取り組み

とともに、地域社会もまた犯罪や非行をした方などを再び受け入れられるよう差別や偏見

をなくすための取り組みが必要です。 

 

また、中学校卒業後多くの方は高等学校に進学しますが、入所受刑者の高等学校進学率

は６割半ばにとどまり、さらにその内の３割半ばの方は高等学校進学後に中途退学してお

り、非行をした方は高等学校の進学率の低下や中途退学する割合が多い傾向にあります。 

そのため、高等学校への未進学や進学後の中途退学防止のため、児童生徒の非行の未然

防止に向けた取り組みが必要です。 

  

回答者数 = 664 ％

社会問題と思う

自己責任と思う

どちらでもない

41.1
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高等学校進学率（国）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：【高等学校進学率】文部科学統計要覧（令和５（２０２３）年版） 

【入所受刑者】法務省「矯正統計調査」 

 

◆ 取組 

○ 全ての方が犯罪や非行の防止と犯罪や非行をした方たちの更生について理解を深め、

それぞれの立場において力を合わせて犯罪や非行のない地域社会を築くことを目指す

全国的な運動である「社会を明るくする運動」に参画し、「我孫子市推進委員会」とし

て街頭啓発を行うほか、市内小中学生への「社会を明るくする運動」作文コンテストの

参加の呼びかけなどをとおして、安全で安心な地域づくりを推進します。 

○ 保護司がそれぞれのライフスタイルに合わせて活動できるよう保護観察を受けている

方との面接場所を確保するほか、保護司・更生保護女性会・ＢＢＳ会などの更生保護団

体が研修等の活動を円滑に遂行するために必要な場所の確保を支援します。 

○ 再犯防止施策を推進するためには、市民の理解を深めることが必要不可欠です。広報あ

びこや市ホームページ・ＳＮＳなどをとおして、「社会を明るくする運動」や保護司の

活動紹介等を中心に広報・啓発することで、一人ひとりの更生保護や再犯防止に関する

理解を深めます。 

○ 児童生徒の非行の未然防止を推進するため、少年指導員とともに地域のパトロールや

非行防止啓発物の発行及び配布を行います。パトロールでは、未成年の飲酒や喫煙を見

かけた際は注意をし、それに関わる施設へ非行防止の協力依頼を行います。 

 

◆ 基本目標達成に向けて 

事業名 担当課 

・社会を明るくする運動 社会福祉課 

・少年センター業務 指導課 
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高等学校進学の中途退学率（入所受刑者）
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～更生保護団体について～ 

○保護司 

 Ｐ５３に掲載 

 

○更生保護女性会 

更生保護女性会とは、犯罪や非行のない明るい地域社会の実現に寄与することを目的とし

て、地域の犯罪予防や青少年の健全育成活動、犯罪をした方や非行のある少年の更生支援活動

等を行う女性ボランティア団体です。千葉県内には３７地区会あり、犯罪予防のための広報啓

発活動、家庭教育や非行問題について地域住民と考えるミニ集会の実施、更生保護施設に対す

る援助協力等を実施しています。 

 

○ＢＢＳ会 

ＢＢＳ（Big Brothers and Sisters Movement）会とは、非行をしたりあるいは様々な問題を

抱える少年と兄や姉のような身近な存在として接しながら、その立ち直りの支援を行ったり地

域での非行防止活動に取り組むなど、犯罪や非行のない地域社会の実現を目指す青年ボランテ

ィア団体です。 
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基本目標３ 自ら取り組む、みんなで続ける 

健康づくりの推進 

（１）健康づくり分野 

① 一次予防をとおした健康づくりの推進 

◆ 現状と課題 

インターネット文化の拡大に加え、令和２（２０２０）年から令和５（２０２３）年に

発生した新型コロナウイルス感染症拡大の影響もあり、対面だけでなくインターネットや

ＳＮＳなどから健康についての情報を得る機会が拡大し、健康についての情報が得られや

すくなっていることから、一人ひとりの健康についての意識が変わってきています。 

令和５（２０２３）年度に実施した我孫子市健康についての市民アンケート調査による

と、日頃健康に気をつけている方は８割を超えています。 

 

日頃、自分の健康に気をつけているか 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：我孫子市健康についての市民アンケート調査 

 

生涯をとおして健康で自立した生活を送ることは、誰もが願うことであり、生活習慣の

改善や疾病予防等、普段からの健康増進に努め病気の原因を予防することが「一次予防」

につながります。一次予防を実践することが「健康で自立した生活を送ることができる期

間」＝「健康寿命」の延伸につながります。 

健康な生活を実現するためには一人ひとりが自らの健康状態を把握することが重要で

あり、そのためには健康に関する情報や知識を得るよう心がけることが必要です。 

我孫子市健康についての市民アンケート調査の結果よると、日頃、自分の健康に関する

情報や知識を得るようにしている方は約７割となっています。様々な年代に応じた正しい

知識を発信し、一人ひとりが健康づくりに取り組むきっかけとなる場や機会を推進してい

くことが重要です。 

  

回答者数 = 1,700 ％

気をつけている

ある程度は気をつけている

あまり気をつけていない

気をつけていない

気をつけたいと思っているが特に何もし
ていない

無回答

29.4

52.2

9.4

0.9

5.6

2.6

0 20 40 60
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日頃、健康に関する情報や知識を得るようにしているか 

 

 

 

 

 

資料：我孫子市健康についての市民アンケート調査 

 

また、我孫子市健康についての市民アンケート調査の結果より、健康とは「心身ともに

すこやかで楽しく過ごせること」が最も多くなっています。 

 

「健康」とは、どんなことだと思うか 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：我孫子市健康についての市民アンケート調査 

 

健康寿命を延伸していくためには、一次予防を目的とした主体的な健康づくりが重要で

す。一次予防のためには、一人ひとりが正しい知識を持ち社会とつながること、望ましい

食生活を送ること、運動習慣を身につけること、十分な休養や睡眠をとること、ストレス

や心の悩みを解消すること、定期的に健（検）診を受診すること、禁煙・受動喫煙防止に

努めること、飲酒時は健康に配慮した適切な行動をとること等、様々な取り組みが望まれ

ます。 

また、健康寿命延伸のための取り組みを推進するにあたり、「食」は特に重要な要素です。

健全な食生活を営むためには正しい知識や子どもの頃からの「食」に興味・関心を持つた

めの環境づくりや取り組みが必要です。さらに、歯と口腔の健康を維持することは食育及

び一次予防の実践にあたって重要な要素となります。 

そのため、個人での取り組みに加えて自治体、企業、市民団体等地域ぐるみで健康課題

に取り組む必要があります。地域とつながりを持つ市民を増やし、地域で健康づくりを行

える環境づくりが必要です。 

 

◆ 取組 

○ 様々な年代に合わせた情報発信を行い、誰もが一次予防に取り組めるよう、教室や相談

事業、健康診査、講演会等、様々な機会を活用し、健康づくりに関する正しい知識の普

及啓発を実施します。 

 

回答者数 = 1,700 ％

している

していない

無回答

67.0

32.5

0.5

0 20 40 60 80

回答者数 = 1,700 ％

心身ともにすこやかで、楽しく過ごせる
こと

病気や障害をもっていても、仕事や日常
生活に支障がないこと

まったく病気をしない（していない）こ
と

病院にかかるほどの病気をしない（して
いない）こと

その他

無回答

75.8

13.2

2.6

6.4

0.6

1.4

0 20 40 60 80
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〇 市民が食や栄養に関する興味・関心を持ち、望ましい食生活を送ることができるように

役立つ情報を提供して支援していきます。 

〇 運動する場や機会の充実、情報発信等をとおして日頃から意識的に身体活動を行い、運

動習慣の形成につながる支援を行います。 

〇 心身ともに健康でいきいきとした生活を送ることができるよう、行政、保育園・幼稚

園・認定こども園、教育機関、医療機関等の関係機関が連携して心の教育や心の相談体

制の充実を図ります。 

〇 歯周病・むし歯の早期発見や口腔ケアの啓発等をとおして、歯と口腔の健康の維持のた

めの支援を行います。 

〇 健康診査や検診、予防接種等を受けやすい体制を整え、一人ひとりが自身の健康状態を

把握し、予防行動をとれる取り組みを推進していきます。 

 

② 生活習慣病予防対策・重症化予防対策の推進 

◆ 現状と課題 

生涯をとおして健康で自立した生活を送るためには、生活習慣病の予防に取り組むこと

が重要です。市の主要死因の上位は悪性新生物（腫瘍）・心疾患（高血圧性を除く）・脳血

管疾患などの生活習慣病が占めています（Ｐ１３）。 

生活習慣病を予防し健康寿命の延伸を図るためには、一次予防の取り組みと併せて定期

的な健（検）診を受けることで自分の体の状態を正しく理解し、段階に応じた予防ができ

る生活習慣の改善や適切な治療が受けられるよう支援していくことが重要です。 

しかし、市における特定健康診査の受診率は県平均を下回っており、がん検診受診率に

ついても低い状況です。令和４（２０２２）年の市の死亡者のうち、がんで死亡する割合

が男女ともに最も多くなっています。（Ｐ１３）。 

生活習慣病は自覚症状のないこともあります。定期健康診査を含む各種健（検）診を受

けることが、一人ひとりが生活習慣改善に向けた取り組みを考える入口となることから、

受診率向上対策に取り組むとともに、継続的な健（検）診受診を促し早期発見・早期治療、

特定保健指導等による生活習慣の改善につなげていくことが重要です。 

 

◆ 取組 

○ 特定健康診査、がん検診をはじめとした生活習慣病予防対策に取り組みます。 

○ 生活習慣病のリスクがある方に保健指導や受診勧奨を行う等、重症化予防対策に取り

組みます。 

○ 子どもから成人、高齢者まで幅広い年齢を対象に、健康に関する相談・健（検）診・健

康教育・測定等の場や機会をつくり、生活習慣病や予防について啓発していきます。 

〇 肥満のみならず、若年女性や高齢期のやせのリスクを啓発する等、適正体重に関する情

報提供の充実を図り、市民の健康の維持・増進につながる啓発を実施します。 
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③ 国民健康保険の適切な利用の推進と円滑な制度運営 

◆ 現状と課題 

国民健康保険は誰もが安心して医療が受けられるよう、国民皆保険制度の根幹として重

要な役割を担っています。 

しかし、高齢化の進行に伴い市の国民健康保険被保険者及び総医療費は減少傾向にあり

ますが（Ｐ２７）、被保険者一人当たりの医療費は増加している状況です。 

 

被保険者一人当たりの医療費の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
資料：第３期我孫子市国民健康保険データヘルス計画・第４期我孫子市特定健康診査等 

実施計画 

 

全ての方が安心してくらせるための国民健康保険をこれからも持続させていくために、

自ら一次予防に取り組み、健（検）診を受け、健康を維持していくとともに、事業の効果

的かつ効率的な推進と制度の適正運営により疾病に罹患してしまった際も安心して治療

を受けることができる環境を整備することが必要です。 

 

◆ 取組 

○ 高齢化が進展する中、幅広い年代の健康課題を的確に捉え、保健事業の実施や評価、改

善等を行い国民健康保険の適切な利用の推進と円滑な制度運営を行います。 

 

◆ 基本目標達成に向けて 

事業名 担当課 

・心も身体も健康プランの推進 
健康づくり 

支援課 

・特定健康診査等実施計画の推進 
国保年金課 

・国民健康保険データヘルス計画の推進 

 
  

24,293 

25,920 
25,505 

20,000

22,000

24,000

26,000

28,000

令和２年度 令和３年度 令和４年度

（円）
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基本目標４ あびこの自然やひとの愛に包まれてこどもが 

自分らしく育つまちづくりの推進 

（１）子ども分野 

① 誰もが安心して子育てができ、健やかに暮らせるまちづくり 

◆ 現状と課題 

共働き家庭の増加や働き方の多様化に伴い、保育のニーズも増加し多様化しています。 

令和５（２０２３）年度に実施した子ども・子育てに関するアンケート調査では、約８

割が、我孫子市は子育てしやすいまちであると回答しており、市の子育て支援に関する施

策について満足度が高いことがうかがえます。 

 

我孫子市は子育てしやすいまちだと思うか 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：子ども・子育てに関するアンケート調査 

 

  

そう思う

16.3%

ある程度そう思う

62.8%

あまりそう思わない

12.8%

そう思わない

5.2%

わからない

3.0%

回答者数 = 406
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また、令和５（２０２３）年度に実施した子ども・子育て支援事業計画に係るニーズ調

査では、母親のうち就労している方（産休・育休・病休・介護休暇含む）は７割半ばとな

っており、就労していない母親のうち８割半ばが今後就労したいとの意向があり、平成 

３０（２０１８）年度調査と比べ就労希望がある方の割合が増えています。 

 

母親の就労状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：我孫子市子ども・子育て支援事業計画に係るニーズ調査 

 

母親の就労意向 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：我孫子市子ども・子育て支援事業計画に係るニーズ調査 

  

令和５年度調査

（回答者数= 2,179）

平成30年度調査

（回答者数= 1,488）

％

フルタイムで就労しており、産休・
育休・病休・介護休業中ではない

フルタイムで就労しているが、産休・
育休・病休・介護休業中である

パート・アルバイトで就労しており、
産休・育休・病休・介護休業中ではない

パート・アルバイトで就労しているが、
産休・育休・病休・介護休業中である

以前は就労していたが、現在は就労して
いない

これまで就労したことがない

病気や学業のため就労できない

33.1

12.5

27.6

2.2

22.6

1.1

0.9

30.2

5.4

34.3

1.1

26.7

1.5

0.8

0 10 20 30 40

令和５年度調査

（回答者数= 512）

平成30年度調査

（回答者数= 379）

％

子育てや家事等に専念したい
（就労予定はない）

今すぐではないが、数年先には就労した
い

すぐにでも、もしくは１年以内にフルタ
イムで就労したい（就労予定がある）

すぐにでも、もしくは１年以内にパー
ト・アルバイト等で就労したい
（就労予定がある）

14.6

54.3

5.1

26.0

23.5

50.1

3.4

23.0

0 20 40 60
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また、市の保育ニーズについては過去５年間でみると増加傾向にあります。子育てしな

がら就労を継続する女性が増加したことにより共働き世帯が増加し、働き方も多様化して

います。 

 

保育園等児童数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：保育課(各年４月１日現在) 

 

このような子育てを取り巻く環境の変化により多様化した保育ニーズに対応するため

には、妊娠・出産から子育て期をとおして様々な側面から支援を行うことが必要です。 

市では、産休・育休を取得している方が円滑に職場復帰できるよう、出生前から入園申

し込みを受け付ける「産休・育休明け予約事業」や、集団保育や家庭における保育が困難

で病気回復期に至らないが当面の症状の急変は認められない病児、または病気回復期にあ

る病後児を一時的に預かる「病児・病後児保育事業」を実施するなど多様なニーズに対応

した取り組みを実施しています。また、小学校入学後も授業の終了後や夏休み期間中等に

家庭保育ができない児童を預かる学童保育室についても、市内の全小学校区に設置してい

ます。 

市では、昭和６１（１９８６）年から保育園の待機児童ゼロを堅持しています。今後も

保育ニーズの増加が見込まれるため、子育て家庭の支えになるよう待機児童ゼロを継続し、

子育てしやすいまちづくりについて推進します。 

また、核家族化や地域のつながりの希薄化などが進み、子育て家庭が孤立し、子育てに

ついての悩みや不安を抱える方が増えています。 

令和５（２０２３）年度に実施した子ども・子育てに関するアンケート調査では、悩ん

でいること、気になることについて、「子どもの教育費に関すること」や「子どもの性格や

生活態度に関すること」といった声が挙がっています。 
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子育てに関して悩んでいること、気になること 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：子ども・子育てに関するアンケート調査 

 

市では、妊娠期から子育て期を親子で健やかに過ごせるように伴走型相談支援に取り組

むとともに、各成長段階での健康診査や相談、健康教育、予防接種などをとおして疾病の

早期発見や親子の健康の保持・増進、早期治療、療育につなげる取り組みを進め、切れ目

のない支援を行っています。 

今後も引き続き、妊娠期からの切れ目のない伴走型相談支援に取り組み、育児不安の軽

減を図るとともに、子ども・若者の健康の保持・増進に向けて健康診査を実施し、発育・

発達等の把握、疾病の早期発見・早期治療、療育など必要な支援につなげることが重要で

す。 

  

回答者数 = 423 ％

子どもの教育費に関すること

子どもの性格や生活態度に関すること

子どもの進学や就職に関すること

食事や栄養に関すること

子どもの教育・保育に関すること

子どもの生活習慣に関すること

子どものしつけに関すること

子どもの友だちづきあいに関すること

子どもの塾や習い事に関すること

子どもの発育や発達に関すること

子どもの健康や病気、障がいに関するこ
と

子どもと過ごす時間が十分取れないこと

きょうだいとの関わり方や育て方に関す
ること

子育て支援サービスのこと

子どもの登所・登園拒否、不登校等

子どものひきこもり

特にない

その他

45.2

37.4

36.6

34.3

32.2

31.2

30.3

30.3

28.8

28.8

24.6

16.5

14.9

8.7

8.3

3.3

6.1

4.3

0 20 40 60
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◆ 取組 

○ 共働き世帯の増加による保育ニーズへの対応をすすめ、保育園の待機児童ゼロを堅持

します。 

○ 妊娠期から出産・子育て期まで切れ目のない相談・支援を行うとともに、教室や子育て

広場などで交流の機会を設けることで、保護者の子育ての負担感や孤立感を和らげら

れるよう支援します。 

○ 子どもの健やかな成長・発達を支援するため、関係機関と連携を図り、必要に応じて早

期支援へとつなげます。 

 

② 子ども・若者がのびやかに自分の力を発揮できるまち 

◆ 現状と課題 

子どもを取り巻く環境は少子化、核家族化、デジタル化、グローバル化、価値観の多様

化など昨今の社会的背景によって大きく変化しています。 

市では、幼児教育・保育から小学校教育への接続を円滑にするため、幼稚園・保育園・

認定こども園・小学校の連携を図っています。また、たくましく生きる力の育成を目指し、

義務教育９年間をつなぐ小中一貫教育を実施するなど、切れ目のない教育の推進に取り組

んでいます。 

国のＧＩＧＡスクール構想により、令和３（２０２１）年度に児童生徒１人１台の端末

と通信ネットワークが整備され、ウェブサイトによる調べ学習やオンラインドリルなどＩ

ＣＴを活用し、学習の充実を図っています。 

今後、個別最適な学びと協働的な学びの一体的な学びの実現に向け、さらに情報教育を

推進していくため、教員の指導力向上とＩＣＴ教育支援員の充実を図る必要があります。 

また、「豊かな心」「確かな学力」「健やかな体」を育むためには子どもの成長過程に応じ

た体験活動が必要です。多くの方と関わりながら直接的な体験を積み重ねることは大切な

学びを得られるとともに、自主性や社会性、協調性など子どもたちが社会を生き抜くため

に必要となる基礎的な能力を養うことにつながります。 

市では、様々な体験や活動の場をとおして異年齢間交流を図ることができるあびっ子ク

ラブを市内全１３小学校に設置しています。体験の場としては、げんきフェスタやあびこ

子どもまつり、市にゆかりのある個人、団体、企業、学校の方が講座を開くアビコでなん

でも学び隊などを実施しています。 
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子どもがのびやかに育つためには、全ての子どもが安心し、尊重される環境を整備する

ことが不可欠です。しかし、全国の児童相談所に寄せられている児童虐待に関する相談件

数は、令和４（２０２２）年度は２２万件に近づき、市の児童虐待に関する相談受付件数

は令和元（２０１９）年度では２０６件であったところ令和５（２０２３）年度では 

２９９件と大幅に増加しています（Ｐ３３）。市内でこれまでに起きた子どもの大切な命が

失われるという痛ましい事件を決して風化させることなく、改めて「子どもの命を守り、

安心して育ち育てていける我孫子を創る」という視点を持ち、虐待防止対策に取り組んで

いきます。 

児童相談所における虐待相談対応件数（国） 

 

 平成 30 年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 

件数（件） 159,838 193,780 205,044 207,660 214,843 

資料：こども家庭庁 

 

また、市の不登校児童数は令和５（２０２３）年度で小学生が１３０人、中学生が 

２３５人と年々増加傾向にあります（Ｐ１９）。いじめの認知件数は減少傾向にありますが

令和５（２０２３）年度では小学校・中学校合わせて３２０件のいじめの件数が認知され

ています（Ｐ２０）。 

いじめはどの子どもにも起こりうる問題であり、いじめを受けた子どもの心身の健全な

成長と人格の形成に重大な影響を与えます。 

このような中、市では「児童生徒からの悩み相談ホットライン」や「子ども総合相談窓

口」を設置し、子どもに関するあらゆる相談に対応しています。また、令和６（２０２４）

年５月に、我孫子市ＬＩＮＥ公式アカウント上に「子ども・子育て相談窓口」を開設し、

より気軽に相談を受けられる体制を整備しています。引き続き子どもの悩みや不安を受け

止め、子どもの課題解決に向けた支援を推進することが重要です。 

 

◆ 取組 

○ 子どもがのびやかに育ち、自分の力を発揮できるよう「豊かな心」「確かな学力」「健や

かな体」を育みます。 

○ 児童虐待の早期発見、早期対応のため児童虐待防止活動の啓発活動を行います。 

○ 学校と保護者、地域、その他の関係機関が連携を強化し、総合的かつ効果的ないじめ防

止対策を推進します。 

○ 子どもたちの能力や可能性を伸ばし、これからの社会を生き抜く力を培うために、様々

な体験や活動の場、地域の方々との交流できる居場所づくりに努めます。 

○ 子ども自身の悩みや子育てに関する困りごとについて、より気軽に相談できる体制を

整備し、子どもや子育ての悩みの解決に向け支援します。 
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③ 地域で子ども・若者を見守るやさしいまち 

◆ 現状と課題 

子どもと子育て家庭が安全に、安心してくらすためには、身近な地域で見守られ、支え

られる環境が必要です。 

近年では、子どもの安全・安心が脅かされる事故や事件が増加しており、安全・安心が

守られる環境づくりが求められています。 

令和５（２０２３）年度に実施した子ども総合計画に係る意識調査によると、子どもの

育成を支援するため地域に「登下校の見守りや声かけなど、子どもの安全確保に取り組め

る人」が必要と考える方が６割を超え、次いで「子どもが安心できる居場所となる場所」、

「地域の子どもにあいさつなどの声かけや子どもをほめたり、しかったりできる人」が必

要と考える方の割合が高くなっています。 

 

子どもの育成を支援するため、「地域」で特に必要な人や場所 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：我孫子市子ども総合計画に係る意識調査 

 

市では、市全体で子どもを見守ろうという意識の高揚を図ることを目的として、子ども

が困ったときに援助したり、危険を感じた時に避難場所になったりするこども１１０番の

家の普及を推進しています。地域が一体となり子ども・若者を見守ることで、地域のつな

がりを取り戻し、温かい地域社会を築いていきます。 

我孫子市防犯協議会では、警察、市、自治会、少年指導員、防犯指導員など関係団体と

協力し、年５回市内一斉防犯パトロールを実施しています。また、毎年４月に市内１３校

の小学１年生を対象とした誘拐防止教室を開催する等防犯意識の啓発に努めています。 

今後も引き続き、地域ぐるみで子どもと子育て家庭を見守り、子どもが事故や事件に巻

き込まれることを防ぐ環境を整えていくことが必要です。 

回答者数 = 895 ％

登下校の見守りや声かけなど、子どもの安全
確保に取り組める人

子どもが安心できる居場所となる場所

地域の子どもにあいさつなどの声かけや
子どもをほめたり、しかったりできる人

子どもの自然体験、社会体験活動などを提供
できる人

自分の知識や体験を生かして
地域活動ができる人

子どもの育成に専門知識を持ち、保護者や子
どもが相談や世話を頼んだりできる人

宿題や勉強を見てくれる人や場所

地域の伝統や文化を伝え、郷土愛を育てる人

その他

62.6
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37.7
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0 20 40 60 80



 
86 

 

◆ 取組 

○ 学校支援ボランティアや子育てサポーターなどの地域の担い手を増やすとともに、地

域の方や団体などが子どもや子育て支援に関われるよう、地域との連携を推進します。 

○ 警察、学校、ＰＴＡ、自治会、地域の防犯ボランティアなどが連携し、地域防犯の意識

の向上を図り、子ども・若者が事故や事件に巻き込まれるのを未然に防ぐ環境を整備し

ます。 

 

④ 多様な支援を必要とする子ども・若者を支えるまち 

◆ 現状と課題 

障害や発達に支援が必要な子ども・若者とその家庭を支援していくためには、一人ひと

りのニーズに沿った乳幼児期から就学、就労までの切れ目のない一貫した支援体制を構築

し、適切に支援していくことが必要です。 

市ではこども発達センターを設置し、発達に支援が必要な子どもの早期発見・早期支援

につなげ、乳幼児期から学齢期の子どもと家族への支援を行っています。 

 

こども発達センターの利用人数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：第３期我孫子市子ども発達支援計画 
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また、近年子どもの貧困が大きな社会問題として取り上げられています。 

子どもの将来がその生まれ育った環境によって左右されることのないよう、また、貧困

が世代を超えて連鎖することのないよう、必要な環境整備と教育の機会均等などを進め子

どもの貧困対策を総合的に推進することが必要です。 

 

◆ 取組 

○ 多様化する相談に対応できる体制を整備するとともに、関係機関や学校と連携し障害

や発達に支援が必要な子ども・若者が自立して地域生活が送れるよう支援していきま

す。 

○ 子ども・若者の将来が生まれ育った環境に左右されず、貧困が世代を超えて連鎖するこ

とのないよう、教育や生活など子どもへの支援だけではなく、保護者への就労支援や経

済的支援に取り組みます。 

○ 全ての子ども・若者が夢や希望を持ち、心身ともに健やかに育つことができるよう、子

どもの貧困対策を総合的に推進します。 

 

◆ 基本目標達成に向けて 

事業名 担当課 

・こども総合計画の推進 子ども支援課 
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基本目標５ 誰もが自分らしく住みなれた地域で最期まで 

安心してくらせるまちづくりの推進 

（１）高齢者分野  

① 健康でいきいきと生活できる環境づくり 

◆ 現状と課題 

市の高齢化率は令和５（２０２３）年１０月１日現在３０．９％となっており（Ｐ２１）、

国を上回るスピードで高齢化が進んでいます。高齢化が進展した社会においても、誰もが

生涯にわたり「住みなれた地域で安心してくらせる」ことが求められています。  

高齢となっても元気な生活を送ることができるよう「健康寿命」の延伸を図る介護予防

の取り組みや認知症の早期診断、早期対応に取り組むとともに、心身機能の低下や重病化、

認知症の発症等が起きたとしても、介護サービスの利用や地域でくらす方々の支え合いに

より、日常生活を送ることが可能となる仕組みづくりが必要です。 

 

   市では、高齢者の地域交流や健康増進のため、シニアクラブの自主活動を支援するほか、

地域交流や閉じこもり予防を目的とした「きらめきデイサービス事業」を開催しています。 

 

介護予防強化型きらめきデイサービス数 

 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

介護予防強化型きらめ

きデイサービス数  

団体数 18 団体  16 団体  16 団体  15 団体  15 団体  

延人数 11,146 人 6,084 人 6,504 人 7,552 人 7,836 人 

資料：第９期介護保険事業計画・第１０次高齢者保健福祉計画 

  

 また、健康でいきいきとした生活が送れるよう市内３か所の遊具うんどう教室、集団健

康教育や講演会等において、高齢期の健康づくりに関する知識の普及啓発に取り組んでい

ます。 

 

遊具うんどう教室実施状況 

 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

遊具うんどう教室  
回数  23回  22回  27回  26回  28回  

人数  277人  303人  330人  268人  287人  

資料：第９期介護保険事業計画・第１０次高齢者保健福祉計画 
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   高齢者の就労支援としては、シルバー人材センターの運営を支援しています。働くこと

をとおして高齢者の生きがいづくり、健康の維持等高齢者の豊かな生活づくりとなるよう

な視点を含め、就労に向けた研修の実施や就労支援の充実を図ることで、「生涯現役社会」

を目指していくことが必要です。 

 

遊具うんどう教室実施状況 

 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

遊具うんどう教室  
回数  23回  22回  27回  26回  28回  

人数  277人  303人  330人  268人  287人  

資料：第９期介護保険事業計画・第１０次高齢者保健福祉計画 

 

シルバー人材センター会員数 

 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

会員数  人数 669人 627人 615人 614人 594人 

資料：高齢者支援課 

 

   高齢者の増加に伴い、要支援・要介護認定者が増加する中（Ｐ２２）、高齢者が福祉サー

ビスの「受け手」としてだけではなく、「支え手」として活躍できる仕組みが重要です。 

市では、高齢者がボランティア活動をとおして積極的に社会参加し、地域貢献すること

を奨励するとともに、自発的な介護予防を推進するため「介護保険ボランティアポイント

制度」を実施しています。 

 

 介護保険ボランティアポイント制度登録者数 

 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

介護保険ボランティ

アポイント制度  
登録者数  610人 532人 450人 410人 384人 

資料：第９期介護保険事業計画・第１０次高齢者保健福祉計画 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：第９期介護保険事業計画・第１０次高齢者保健福祉計画 

 
～介護保険ボランティアポイント制度について～ 

介護保険ボランティアポイント制度は、登録をした市の介護保険第１号被保険者が指定され

たボランティア活動を行い、その活動実績に基づいて、１時間当たり１スタンプの押印を獲得

し、そのスタンプの数に応じて、１０スタンプごとに付与される評価ポイントに対し、 

１，０００円～５，０００円の交付金を支給する制度です。このポイント制度を利用したボ

ランティア活動を通じて、高齢者の積極的な社会参加や地域貢献を後押しし、自身の介護予防

につなげるとともに、年度当たり５，０００円を限度に交付金を支給することにより、介護保

険料の負担感も軽減します。 
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◆ 取組 

○ 住みなれた地域で自立した日常生活を送ることができるよう、フレイルの予防及び、要

介護状態等の軽減若しくは悪化を防止するため、介護予防・健康づくりへの取り組みを

強化し、健康寿命の延伸を図ります。 

○ 高齢者がいつまでも元気にくらすため、心身ともに健康で生きがいを実感できるよう、体

力や能力等に応じて社会参加や地域における交流活動に取り組めるように支援します。 

 

② 自分らしくくらせる地域づくり 

◆ 現状と課題 

高齢者人口の増加に伴い、要介護認定者も増加し、核家族世帯や単身高齢者も増加して

います。こうした中、地域共生社会の構築を見据え、高齢者が可能な限り住みなれた地域

で、自立した日常生活を送ることができるよう、限りある社会資源を効率的かつ効果的に

活用しながら、医療、介護、予防、住まい及び自立した日常生活の支援が包括的に確保さ

れる「地域包括ケアシステム」を深化し、推進していく必要があります。 

市では、高齢者やその家族の様々な困りごとに対応できるよう、地域包括ケアシステム

の中核を担う高齢者なんでも相談室を市内５か所に設置し、高齢者の心身状態や生活の状

況に関する相談等、地域の在宅医療・介護の相談窓口として、地域にくらす高齢者が住み

なれた地域で安心してその方らしい生活を継続できるように総合的に支えるための相談・

支援を行っています。高齢者なんでも相談室の相談受付件数は増加傾向であり、令和３年

度以降、３万件を超えています（Ｐ６２）。 

地域課題の発見・把握や個別課題の解決等について、保健・医療・福祉関係者やケアマ

ネジャー、民生委員等と方針を協議する「地域包括ケア会議」を開催しています。 

   また、在宅医療と介護の支援体制の構築を目的に我孫子市在宅医療介護連携推進協議会

を設置し、課題についての協議や体制づくりに取り組むとともに、高齢者が自分らしいく

らしを継続できるよう「人生会議（ＡＣＰ:アドバンス・ケア・プランニング）」や在宅医

療に関する情報の普及啓発を図っています。 

さらに、地域医療コーディネーターが窓口となり、多職種による連携や切れ目のない支

援体制の構築を目指しています。 

 

                 地域包括ケア会議開催回数 

 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

地域包括ケア会議開催回数  回数 11回 6回  5回 23回  28回  

資料：第９期介護保険事業計画・第１０次高齢者保健福祉計画 
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人口・家族構造の変化に伴い、家族の支援力が低下し、これまで家族が担ってきた役割

が支援の隙間になっています。支援の隙間をうめるための活動を推進するため、介護保険

制度のような公的なサービスだけでなく、民間サービスや地域のささえあい活動などあら

ゆる社会資源を活用していく必要があります。市では、生活支援体制整備事業として地域

のニーズに合った生活支援サービスの開発や調整に取り組むため、我孫子市全体の生活課

題について協議する「我孫子市高齢者地域ささえあい会議（第１層協議体）」と、市内を中

学校区で６つに区分し日常生活圏域の単位とした「我孫子市高齢者地域ささえあい活動

（第２層協議体）」を設置し、地域全体で高齢者を支える体制づくりに取り組んでいます。 
 

我孫子市高齢者地域ささえあい会議及び我孫子市高齢者地域ささえあい活動の開催回数 

  令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

第１層及び第２層協議体に

よる会議（活動）開催回数  
回数 19 回  31回 48 回 60回  

資料：第９期介護保険事業計画・第１０次高齢者保健福祉計画 

 

 

◆ 取組 

○ 高齢者が住みなれた地域で、自立した日常生活を送ることができるよう、高齢者なんで

も相談室の機能を充実するとともに、医療、介護、予防、住まい及び自立した日常生活

の支援が包括的に確保される「地域包括ケアシステム」を深化し、推進します。 

〇 地域住民やＮＰＯ、企業など多様な主体がサービス提供の担い手となり、様々な生活ニ

ーズに対応する支援体制を構築する取り組みを充実していきます。 

〇 在宅医療と介護・介護連携の理解促進のため普及啓発に取り組みます。 

〇 多職種連携による在宅医療・介護の支援体制の構築を推進していきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

～高齢者を地域で支える仕組みについて～ 

○地域包括ケアシステム 

地域包括ケアシステムとは、要介護状態となっても、住みなれた地域で自分らしい生活を最

後まで続けることができるように地域内で助け合う体制のことです。地域包括ケアシステム

は、それぞれの地域の実情に合った医療・介護・予防・住まい・生活支援が一体的に提供され

る体制を目指しています。介護保険制度の枠内でだけ完結するものではなく、介護保険制度と

医療保険制度の両分野から、高齢者を地域で支えていくものです。 

 

○生活支援体制整備事業 

「地域の包括的な支援・サービス提供体制（地域包括ケアシステム）の構築を推進するにあ

たり、地域の状況や必要性にマッチした生活支援サービスの開発や調整に取り組むため、各自

治体が、全国共通の取り組みである「生活支援体制整備事業」を実施しています。 

この事業における協議体として、市町村単位の「第１層協議体」、日常生活圏域単位の「第２

層協議体」を設置しています。市では第 1 層協議体を「我孫子市高齢者地域ささえあい会議」、

第２層協議体を「我孫子市高齢者地域ささえあい活動」と呼んでいます。 
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③ 認知症対策の推進 

◆ 現状と課題 

高齢者の増加に伴い、見守り等の支援を必要とする認知症Ⅱａ以上の認知症高齢者数は

増加傾向にあります（Ｐ２４）。 

市では、認知症基本法に基づく「認知症になっても安心して暮らせるまち・あびこ」を

推進し、認知症の方やその家族等が住みなれた地域で安心してくらすためには、認知症に

ついて正しい知識を普及することが重要です。そのため、幅広い世代を対象に「認知症サ

ポーター養成講座」の実施や養成講座受講者を対象に「ステップアップ講座」を開催し、

認知症についての理解を深めています。 

また、市内５か所の高齢者なんでも相談室に認知症地域支援推進員を配置し、認知症の

方やその家族等に対しより専門性の高い相談を受け適切な支援を提供できる体制を整備

しています。また、認知症の進行に合わせて利用できるサービスや支援の情報をまとめた

「認知症ガイドブック（我孫子市版認知症ケアパス）」の発行や認知症またはその疑いのあ

る方やその家族等を看護職や社会福祉士が訪問し、認知症をサポートする医師の協力を得

ながら、適切な医療や介護サービスへつなげるための支援や情報提供を行う「認知症初期

相談チームあびこ」を設置し推進しています。 

しかし、令和４（２０２２）年度に実施した介護予防・日常生活圏域ニーズ調査では、

認知症に関する相談窓口を知っている方の割合は約３割に留まっており、今後も認知症に

関する相談窓口やその他支援等についての周知が必要です。 

   令和２（２０２０）年度から令和５（２０２３）年度に流行した新型コロナウイルス感

染症の影響により認知症カフェが複数閉鎖しており、認知症の方や家族、地域住民が交流

できる場の確保や認知症の方本人が発信し活躍できる場の支援、チームオレンジ活動が推

進できるような仕組みづくりが必要です。 

 

認知症に関する相談窓口について知っているか 

 

 

 

 

 

 

資料：第９期介護保険事業計画・第１０次高齢者保健福祉計画 

  

回答者数 = 1,735 ％

はい

いいえ

無回答

29.4

68.6

2.0

0 20 40 60 80
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◆ 取組 

〇 幅広い世代の認知症の正しい知識の普及と理解の促進を図ります。 

〇 適切な医療や介護サービスへの接続や介護者の支援のための相談支援体制を整備しま

す。 

〇 「チームオレンジ」の取り組みを推進し、認知症の方の家族、地域の方が交流できる場

づくりや、認知症の方自身が発信できる活躍の場の支援をします。 

 

④ 介護保険サービスの適切な利用の推進と介護保険制度及び後期高齢者医療 

制度の適切な運営 

◆ 現状と課題 

市の介護保険給付費及び７５歳以上の高齢者を対象とする後期高齢者医療制度に係る

医療費は増加しています（Ｐ２５・２７）。 

介護ニーズが急速に高まる令和７(２０２５)年、支え手となる現役世代人口が減少して

いく令和２２(２０４０)年に備え、介護サービス事業所や介護保険施設と連携しながら、

個人のニーズに合った介護サービスを提供することで適正な給付を支給することが重要

です。令和７(２０２５)年に団塊の世代が全員７５歳以上となることから、引き続き中長

期的な視点での介護サービス基盤の整備が求められています。 

 

◆ 取組 

○ 個人のニーズに合った介護サービスの提供等、介護保険制度の適切な運営を行うとと

もに後期高齢者医療制度の円滑な運営を行います。 

○ 高齢者支援課、国保年金課、健康づくり支援課の三課連携により、高齢者の保健事業と

介護予防の一体的な実施を推進し、高齢者が身近な場所で健康づくりに参加できる環

境を整え、地域の健康課題の解決に努めるとともにフレイル予防等の普及啓発に取り

組みます。 

 

◆ 基本目標達成に向けて 

事業名 担当課 

・介護保険事業計画・高齢者保健福祉計画の推進 高齢者支援課 
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（２）障害者分野  

① 自分らしく安心して暮らせる地域づくりの推進 

◆ 現状と課題 

市の障害者手帳の所持者数は増加傾向にあり、令和元（２０１９）年から令和５ 

（２０２３）年にかけて５８０人増加しています（Ｐ２５）。 

障害のある方本人やその家族等の高齢化、障害の重度化・重複化、親亡き後の生活など

に加え、障害福祉サービス等事業所の人材不足など、障害のある方を取り巻く環境は多く

の課題を抱えています。 

障害の有無にかかわらず、全ての方が地域の一員としてくらしていくためには、市民に

対し、障害についての正しい知識を広め、理解を深めていくことが重要であり、あらゆる

年代の方々に対して障害への理解を促す啓発活動を続けることが必要です。また、障害の

ある方と実際に交流することで、障害をより身近に感じることができ、障害に対する正し

い知識や理解につながります。 

市では、障害のある方やその家族等が自発的に行う活動に対し、事業への後援等を実施

するほか、地域住民やボランティアも参加するあらき園祭を開催しています。 

 

後援等（協力含む）の件数の推移 

 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

後援等（協力含む）の

件数 
３ ０ ４ ７ ７ 

 

あらき園祭の参加者数推移 

 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

あらき園祭参加者数 ２３３ ０ １３４ １４７ ２５７ 

資料： 障害者支援課 

※ 令和２年度については、新型コロナウイルス感染症の影響により中止、令和３年度については職員

及び利用者、保護者のみでの開催。 

 

交流の場や機会を充実させ、障害の有無にかかわらず、ともに支え合う環境づくりを進

めることが重要です。 
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◆ 取組 

○ 全ての市民が障害に対して正しい知識と理解を持つことができるよう、積極的に啓発

活動を実施し、障害についての理解を広めるとともに、地域、くらし、生きがいをとも

に創り、高め合うことができる地域共生社会の実現に向け、地域が主体的に取り組むた

めの仕組みの構築に取り組みます。 

○ 地域における障害のある方への正しい理解と、ともに支え合う環境づくりを促進する

ため、各種行事等の開催を通じて市民が障害のある方と交流する機会を設けます。 

 

② 障害のある方に対する相談体制の整備 

◆ 現状と課題 

障害のある方が住みなれた地域で自分らしく生活するためには、一人ひとりのライフス

テージに沿って、地域の保健、医療、障害福祉、就労支援等の関係機関が連携を図り、切

れ目のない一貫した支援の提供を充実していくことが重要です。 

令和５（２０２３）年度に実施した障害に関する手帳を所持している方を対象にしたア

ンケート結果においても、平日の日中の過ごし方を実現するために必要なこととして、「経

済的な負担の軽減」に次いで「相談対応の充実」と考える方が多いことがわかります。 

 

平日の日中の過ごし方を実現するために必要なこと 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：第４期我孫子市障害者プラン市民アンケート 

 

 

回答者数 = 933 ％

経済的な負担の軽減

相談対応の充実

在宅サービスが適切に利用できること

金銭管理等の支援

就職するための支援

グループホームの充実

コミュニケーションについての支援

地域住民等の理解

在宅で医療的ケアが適切に受けられるこ
と

生活訓練等の充実

契約行為等の支援

その他

無回答

23.3

13.5

9.1

8.1

7.9

6.3

5.7

5.3

4.9

4.6

2.9

2.7

5.7

0 10 20 30
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市では、障害者支援課内に設置している基幹相談支援センターを中心に、市内５地区に

地域の相談窓口として「障害者まちかど相談室」を設置し、連携した相談支援体制を築い

てきました。障害福祉に関する相談件数は増加傾向であり、ニーズも多様化しています。 

 

障害福祉に関する相談件数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：障害者支援課 

 

より一層の連携体制の強化と質の向上が求められており、質の高い専門的な相談ができ

る体制への取り組みを推進していく必要があります。 

 

◆ 取組 

○ 障害のある方やその家族が、身近な場所で気軽に相談でき、また、より専門的な相談支

援を受けられるように、基幹相談支援センターが中心となり、障害者まちかど相談室を

はじめとした地域全体の相談体制の強化・充実と連携の強化を目指します。 

 

③ 切れ目のない支援体制の整備 

◆ 現状と課題 

障害のある方やその家族等が住みなれた地域で安心してくらし、その方らしい社会参加

を実現していくためには、経済的負担の軽減のほか、一人ひとりに合った支援体制を整備

することが重要です。 

市では、障害のある方が受けられる各種サービス、手当、年金等についてまとめた「障

害福祉のしおり」を作成し、障害のある方やその家族等が必要な時に必要な支援を受ける

ことができるようわかりやすく正確な情報提供に努めています。 

障害に関する手帳を所持している方を対象にしたアンケート結果では、現在の平日の日

中の過ごし方は「自宅で過ごしている」方が最も多く、次いで「企業等で働いている」が

多い結果となっています。 
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現在の平日の日中の過ごし方 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：第４期我孫子市障害者プラン市民アンケート 

 

また、今後３年をめどにした平日の日中の過ごし方については「企業等で働きたい」が

最も多く、次いで「自宅で過ごしたい」となっており、就労意欲が高いことがうかがえま

す。 

今後３年をめどにした平日の日中の過ごし方 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：第４期我孫子市障害者プラン市民アンケート  

回答者数 = 433 ％

幼稚園や保育園・学校等に通いたい

企業等で働きたい（自営業・正職員・契約社

員・派遣社員・パート・アルバイト等）

就労をめざして訓練したい（就労移行支
援）

就労継続支援 A 型・就労継続支援 B 型・
地域活動支援センター等で働きたい

身体機能や日常生活の訓練が中心の施設で
訓練したい（自立訓練）

生活介護・療養介護の施設で、日常生活の
介護や支援を受けて過ごしたい

児童の通所支援サービスを利用したい

介護保険のサービスを利用したい

ボランティアなど、収入を得ない活動をし
たい

病院へ通院したい（リハビリ・デイケアを
受けたいなど）

自宅で過ごしたい（専業主婦（主夫）を含
む）

その他

無回答

10.4

26.8

2.5

10.4

1.8

13.6

0.2

1.8

0.0

1.2

21.0

3.0

7.2

0 5 10 15 20 25 30

回答者数 = 433 ％

幼稚園や保育園・学校等に通っている

企業等で働いている（自営業・正職員・契約社

員・派遣社員・パート・アルバイト等）

就労をめざして訓練している（就労移行支
援）

就労継続支援 A 型・就労継続支援 B 型・
地域活動支援センター等で働いている

身体機能や日常生活の訓練が中心の施設で
訓練している（自立訓練）

生活介護・療養介護の施設で、日常生活の
介護や支援を受けて過ごしている

児童の通所支援サービスを利用している

介護保険のサービスを利用している

ボランティアなど、収入を得ない活動をし
ている

病院で過ごしている（リハビリ・デイケア
などを含む）

自宅で過ごしている（専業主婦（主夫）を
含む）

その他

無回答

12.0

22.4

2.0

10.6

1.4

13.9

1.2

1.8

0.2

2.0

25.4

1.4

5.5

0 5 10 15 20 25 30



 
98 

 

障害のある方が、働くことをとおして安定した生活や生きがいのある生活を送るために

は、多様な就労ニーズや障害の特性に応じた就労環境を提供する必要があります。 

市では、障害者就労支援センターを設置し、障害福祉サービス事業所等と連携しながら

障害のある方の一般就労に関する相談・支援に取り組んでいます。令和５（２０２３）年

度には障害者就労支援センター内に「チャレンジドオフィスあびこ」を開設し、一般就労

を目指す障害のある方に「職場」という環境を提供し、実務経験を積むことで、一般就労

へとつなげるための支援を実施しています。また、障害者優先調達推進法に基づき、障害

福祉施設等からの受注の機会を確保し、福祉的就労をしている障害のある方の自立を促進

しています。これらの就労支援に関する取り組みにより、市の障害者就労施設等からの物

品等の調達実績は千葉県内でも上位に位置しています。今後も就労意欲のある方に対し、

一人ひとりに合った支援を提供することが重要です。 

 

◆ 取組 

○ 障害特性にかかわらず障害のある方が住みなれた地域で生活を続けられるよう、また、

福祉施設の入所者等が地域生活へ移行できるよう、ライフステージに応じたきめ細や

かなサービスや支援を充実し、関係機関との連携を図ります。 

○ 医療的ケアが必要な障害のある方が健やかな心身を保ち、地域での安定した生活が継

続できるよう医療・福祉の連携を充実するとともに、強度行動障害等、重度障害のある

方を受け入れる日中サービス支援型共同生活援助による常時の支援体制を確保します。 

○ 緊急時や障害のある方の高齢化・重度化や「親亡き後」を見据えたサービスの利用や対

応ができるよう、居住支援のための機能をもつ地域生活支援拠点等の体制を整備し、積

極的に活用していきます。 

○ 障害のある方が自立して生活できるようにするため、障害者就労支援センターを中核

として、就労移行支援事業所等と連携しながら、相談の受付から就職後の定着を図るた

めのフォローアップまで、一貫した支援を提供するとともに、障害者雇用の一層の理解

と協力を求めていきます。 

○ 障害のある方の生活の質の向上と社会参加の促進のために、スポーツや余暇活動等の

情報や機会の提供を進めます。 

 

◆ 基本目標達成に向けて 

事業名 担当課 

・障害者プランの推進 障害者支援課 
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第５章    計画の進行管理と評価 

 

 

 

１ 計画の進行管理と評価 

計画の進行管理及び評価にあたっては、有識者や関係機関・団体、市民などから構成さ

れた健康福祉総合計画推進協議会にて実施します。 

目標達成に向けては、ＰＤＣＡサイクルに基づき、目標達成に向けた取り組みの状況評

価・分析を行い、効果的な計画となるよう努めていきます。 

個別計画については、進行管理と評価を各計画の協議会にて行っています。そのため、

健康福祉総合計画推進協議会では、その結果についてとりまとめ報告するとともに、個別

計画のないものについては核となる事業の進捗を報告し、評価を行います。なお、本計画

記載の事業は令和６年度現在のものです。 
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資料編 

 

 

１ 健康福祉総合計画策定に関する会議の実施 

計画策定にあたっては、「我孫子市健康福祉総合計画推進協議会設置規則」及び「我孫子

市健康福祉総合計画調整検討会議設置要綱」に基づき、前計画の評価や本計画に関する検

討を行いました。 

 

（１）計画策定の経過 

① 我孫子市健康福祉総合計画推進協議会 

会議名 年月日 内容 

令和５年度  

第１回我孫子市健康福祉総合 

計画推進協議会（書面開催） 

Ｒ５.７.１４ 
〇第７次健康福祉総合計画策定のための市民
アンケートについて 

令和５年度  

第２回我孫子市健康福祉総合 

計画推進協議会 

Ｒ６.２.９ 

〇第６次健康福祉総合計画進捗状況について 
〇第７次健康福祉総合計画アンケート中間結
果について 

〇第７次健康福祉総合計画の方向性について 

令和６年度  

第１回我孫子市健康福祉総合 

計画推進協議会 

Ｒ６.５.１６ 

〇第７次健康福祉総合計画の構成について 
〇今後のスケジュールについて 
〇我孫子市健康福祉総合計画推進協議会委員
任期満了に伴うお知らせ 

令和６年度  

第２回我孫子市健康福祉総合 

計画推進協議会 

Ｒ６.８.２２ 
〇計画素案の内容について 
〇計画の指標について 

令和６年度  

第３回我孫子市健康福祉総合 

計画推進協議会 

Ｒ６.１１.２５ 
〇第７次健康福祉総合計画（素案）について 
〇その他 
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② 我孫子市健康福祉総合計画調整検討会議 

会議名 年月日 内容 

令和５年度  

第１回我孫子市健康福祉総合 

計画調整検討会議（書面開催） 

Ｒ５.７.１４ 
〇第７次健康福祉総合計画策定のための市民
アンケートについて 

令和５年度  

第２回我孫子市健康福祉総合 

計画調整検討会議 

Ｒ６.１.２９ 

〇第６次健康福祉総合計画進捗状況について 
〇第７次健康福祉総合計画アンケート中間結
果について 

〇第７次健康福祉総合計画の方向性について 

令和６年度  

第１回我孫子市健康福祉総合 

計画調整検討会議 

Ｒ６.５.９ 
〇第７次健康福祉総合計画の構成について 
〇今後のスケジュールについて 

令和６年度  

第２回我孫子市健康福祉総合 

計画調整検討会議 

Ｒ６.８.８ 
〇計画素案の内容について 
〇計画の指標について 

令和６年度  

第３回我孫子市健康福祉総合 

計画調整検討会議 

Ｒ６.１１.１４ 
〇第７次健康福祉総合計画（素案）について 
〇その他 

 

③ 我孫子市健康福祉総合計画作業部会 

会議名 年月日 内容 

令和５年度  

第１回我孫子市健康福祉総合 

計画作業部会（書面開催） 

Ｒ５.７.１４ 
〇第７次健康福祉総合計画策定のための市民
アンケートについて 

令和５年度  

第２回我孫子市健康福祉総合 

計画作業部会 

Ｒ６.１.２２ 

〇第６次健康福祉総合計画進捗状況について 
〇第７次健康福祉総合計画アンケート中間結
果について 

〇第７次健康福祉総合計画の方向性について 

令和６年度  

第１回我孫子市健康福祉総合 

計画作業部会 

Ｒ６.４.３０ 
〇第７次健康福祉総合計画の構成について 
〇今後のスケジュールについて 

令和６年度  

第２回我孫子市健康福祉総合 

計画作業部会 

Ｒ６.８.１ 
〇計画素案の内容について 
〇計画の指標について 

令和６年度  

第３回我孫子市健康福祉総合 

計画作業部会 

Ｒ６.１１.７ 
〇第７次健康福祉総合計画（素案）について 
〇その他 
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（２）健康福祉総合計画策定に係る協議会等構成員名簿 

① 我孫子市健康福祉総合計画推進協議会 

氏名 所属等 役職 備考 

吉武 民樹 学識経験者 会長  

鈴木 壽幸 我孫子市社会福祉協議会 副会長  

菅森 毅士 一般社団法人我孫子医師会   

小川 英郎 一般社団法人我孫子市歯科医師会    

寺岡 加代 我孫子市介護保険市民会議    

大内 隆太 我孫子市自立支援協議会    

内田 裕美 我孫子市健康づくり推進協議会    

布 施  健 我孫子市子ども・子育て会議   

茂木 和之 我孫子市国民健康保険運営協議会   

 

① 我孫子市健康福祉総合計画調整検討会議 

氏名 所属等 役職 備考 

飯 田  秀 勝 健康福祉部長 座長  

小 池  博 幸 市民協働推進課長     

住 安  巌 市民安全課長   Ｒ６．３.３１まで 

寺 田  秀 樹 市民安全課長   Ｒ６.４.１から 

根本 久美子 健康づくり支援課長     

竹 井  智 人 障害者支援課長    

長 島  公 子 高齢者支援課長    

海 老 原  正 国保年金課長    

阿 部  政 人 子ども支援課長 副座長  

石 山  達 也 保育課長     

鈴 木  将 人 子ども相談課長     

中 野  直 美 学校教育課長    

森 谷  朋 子 指導課長    

小 林  裕 生涯学習課長   Ｒ６.３.３１まで 

斉 藤  幸 弘 生涯学習課長   Ｒ６.４.１から 

辻  史 郎 文化・スポーツ課長     

横 田  光 夫 我孫子市社会福祉協議会事務局長     

小 池  斉 社会福祉課    
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③ 我孫子市健康福祉総合計画作業部会 

氏名 所属等 役職 備考 

小 池  晋 社会福祉課     

田 中  仁 子 社会福祉課   Ｒ６.３.３１まで 

山 口  早 紀 社会福祉課   Ｒ６.４.１から 

楠 美  雅 也 高齢者支援課   Ｒ６.３.３１まで 

金 澤  良 汰 高齢者支援課   Ｒ６.４.１から 

一 場  亮 子 健康づくり支援課     

山 梨  恭 介 国保年金課     

高 橋  由 紀 障害者支援課     

成 瀬  美 幸 子ども支援課     

大野 裕里江 保育課   Ｒ６.３.３１まで 

岡田 加奈子 保育課   Ｒ６.４.１から 

鈴 木  勝 洋 子ども相談課   Ｒ６.３.３１まで 

小 池  千 恵 子ども相談課   Ｒ６.４.１から 

山 田  孝 介 市民協働推進課   Ｒ６.３.３１まで 

菊地 のぞみ 市民協働推進課   Ｒ６.４.１から 

坂 田  昇 市民安全課     

蛯 原  弘 治 学校教育課     

小 山  真 平 指導課     

伊 藤  論 生涯学習課     

菅 澤  龍 矢 文化・スポーツ課   Ｒ６.３.３１まで 

五十嵐 滉希 文化・スポーツ課   Ｒ６.４.１から 

武者小路 智恵子 我孫子市社会福祉協議会   Ｒ６.３.３１まで 

玉田 明日香 我孫子市社会福祉協議会   Ｒ６.４.１から 

（事務局） 

津 川  智 社会福祉課   Ｒ６.３.３１まで 

山 口  道 明 社会福祉課   Ｒ６.４.１から 

秋 山  里 佳 社会福祉課     
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２ 社会福祉法の改正趣旨 

令和３（２０２１）年３月３１日厚生労働省『「地域共生社会の実現に向けた地域福祉の

推進について」の改正について』より 

 

①第４条１項、２項、３項関係 

地域福祉の推進は、①地域住民同士が互いに人格と個性を尊重し合い、②一人ひとりが

望む方法で地域や社会に参加をする「共生する社会」の実現を目指すものとして、その理

念や方向性を明確化している。 

支え手側と受け手側に分かれるのではなく、福祉サービスを必要とする地域住民も含め

地域のあらゆる住民が役割を持ち、支え合いながら、自分らしく活躍できる地域共生社会

の実現を目指していく必要があることから、「福祉サービスを必要とする地域住民が地域

社会を構成する一員として日常生活を営み、社会、経済、文化その他あらゆる分野の活動

に参加する機会」について、「与えられる」ものでなく、「確保される」べきものとして規

定を改めている。 

地域住民等（地域住民、事業者、福祉活動を行う者）は、本人のみならず、その者が属

する世帯全体に着目し、福祉、介護、保健医療に限らない、地域生活課題を把握するとと

もに、地域生活課題の解決に資する支援を行う関係機関と連携し、課題の解決を図るよう

特に留意する旨を定め、地域福祉の推進の理念を明確化している。 

 

②第５条関係 

福祉サービスを提供するに当たっては、利用者の意向を十分に尊重し、総合的に提供す

ることができるよう努めることとされているが、その際、保健医療サービス等の取り組み

のみならず、それ自体は福祉サービスにあたらない地域福祉の推進に係る取り組みとの連

携にも配慮すべきである旨を明らかにした。 

 

③第６条第２項、１０６条の３関係 

「地域生活課題の解決に資する支援が包括的に提供される体制の整備その他地域福祉

の推進にあたっては、保健医療、労働、教育、住まい及び地域再生に関する施策その他の

関連施策との連携に配慮するよう努めなければならない」とする国及び地方公共団体の責

務を定めた。 

地域福祉を推進する上での公的責任を明確にし、地域の力と公的な支援体制とがあいま

って、地域生活課題を解決していくための体制整備を行っていく旨を規定している。 

 

④第１０６条の２関係 

複雑化・複合化した課題を抱える個人や世帯に対する適切な支援・対応を行うため、福

祉の各分野における相談支援を担う事業者が、相談等を通じて、自らが解決に資する支援

を行うことが困難な地域生活課題を把握した場合には、必要に応じて適切な支援関係機関

につなぐことを各相談支援を担う事業者の努力義務とした。 
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⑤第１０６条の３関係 

「住民に身近な圏域」において、地域住民等が主体的に地域生活課題を把握し解決を試

みることができる環境の整備、「住民に身近な圏域」において、地域生活課題に関する相談

を包括的に受け止める体制の整備、多機関の協働による市町村における包括的な相談支援

体制の構築等を通じ、包括的な支援体制を整備していくことを市町村の努力義務とした。 

 

⑥第１０６条の４から６まで関係（重層的支援体制整備事業の創設とそのマネジメント） 

地域住民の複雑化・複合化した支援ニーズに対応する包括的な支援体制を構築するため、

市町村において、属性を問わない相談支援、参加支援及び地域づくりに向けた支援の３つ

の支援を一体的に実施する事業である。 

この３つの支援は、個別支援と地域に対する支援の両面から、地域において人と人のつ

ながりを基盤としたセーフティネットを構築し強化するもの。 

重層事業の創設に併せて、関係部局の連携を強化する観点から、市町村が、関係部局や

支援関係機関、民生・児童委員等の関係者により構成される支援会議を組織することがで

きることや、重層事業の提供体制を表す重層的支援体制整備事業実施計画の策定に関する

規定を設けている。 

 

⑦第１０７条、１０８条関係 

市町村地域福祉計画、都道府県地域福祉支援計画の充実について定めている。 

計画の策定について、任意とされていたものを努力義務とするとともに、策定に際して

は、「地域における高齢者の福祉、障害者の福祉、児童の福祉その他の福祉の各分野におけ

る共通的な事項」を記載する、いわゆる「上位計画」として位置付けている。 

また、包括的な支援体制の整備に係る事業に関する事項についても記載事項として追加

している。 

あわせて、策定した計画については、定期的に調査、分析及び評価の手続きを行い、必

要に応じて見直しを行うよう努めることとされている。 
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３ 用語解説 

用語 
初回掲載 

ページ 
解説 

核家族 １ 
「夫婦のみ」、「夫婦と未婚の子ども」、「父親または母親
とその未婚の子ども」の世帯のことです。 

ダブルケア １ 
育児と介護を同時に行う必要がある状況のことです。晩
婚化・晩産化の影響で子育て世代の年齢が上昇する中、
育児と親や親族の介護を担う世帯が増えています。 

８０５０問題 １ 
８０歳代の親が５０歳代の子どもの生活を支えるため
に経済的にも精神的にも強い負担を請け負うという社
会問題のことです。 

成年後見制度 ６ 

成年後見制度とは、認知症高齢者、知的障害者、精神障
害者等の判断能力が不十分な方で、自分の財産管理や介
護サービスの選択、福祉施設等への入所に関する契約を
結ぶこと等が難しい場合に、保護し支援する制度のこと
です。 

平均寿命 １０ 
０歳時点の平均余命のことで、一般的に知られている平
均寿命は、国勢調査、人口動態統計等を用いて算出され
た０歳時点の平均余命です。 

国保データベース（ＫＤＢ）

システム 
１１ 

国民健康保険中央会が開発したデータ分析システムの
ことです。特定健康審査結果やレセプト、介護保険等に
係る情報を利活用し、統計情報等を保険者向けに情報提
供し、保険者の効率的かつ効果的な保健事業の実施をサ
ポートすることを目的として構築されたシステムです。 

標準化死亡比 １２ 

基準死亡率(人口１０万対の死亡数)を対象地域に当て
はめた場合に、計算により求められる期待される死亡数
と実際に観察された死亡数とを比較するものです。国の
平均を１００としており、標準化死亡比が１００以上の
場合は国の平均より死亡率が高いと判断され、１００以
下の場合は死亡率が低いと判断されます。 

特定健康診査 １４ 
我孫子市の国民健康保険被保険者に対し実施するメタ
ボリックシンドロームに着目した健康診査です。 

メタボリックシンドローム

（内臓脂肪症候群） 
１４ 

内臓の周りに脂肪が蓄積している内臓脂肪型肥満に加
え、脂質異常・高血圧・高血糖といった生活習慣病の危
険因子を２つ以上持っている状態のことです。 

特定保健指導 １６ 

特定健康診査の結果から、生活習慣病の発症リスクが高
い方に対し、医師や保健師、管理栄養士等が対象者一人
ひとりの身体状況に合わせた生活習慣を見直すための
継続的な半年にわたるサポート（指導）を行います。リ
スクの程度に応じて、動機付け支援と積極的支援があり
ます。（よりリスクが高い方が積極的支援） 

高齢化率 ２１ 

６５歳以上の高齢者人口が総人口に占める割合で、高齢
化率が７％を超えると「高齢化社会」、１４％を超えると
「高齢社会」といいます。２１％を超えると「超高齢社
会」と呼ぶこともあります。 

ロコモティブシンドローム

（運動器症候群） 
２３ 

骨・関節・筋肉など体を支えたり動かしたりする運動器
の機能が低下し、要介護や寝たきり状態になる危険が高
い状態のことです。 

自立支援医療制度 ２６ 

心身の障害を除去・軽減するための医療について、医療
費の自己負担額を軽減する公費負担医療制度で、通院に
よる精神疾患の治療に対する精神通院医療、１８歳未満
の方で確実に治療効果が期待できる手術等に対する育
成医療、１８歳以上の身体障害者手帳を所持した方の対
象とされる治療に対する更生医療の３つがあります。 

団塊の世代 ２７ 
昭和２２（１９４７）年から昭和２４（１９４９）年ご
ろの第一次ベビーブーム時代に生まれた世代のことで
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用語 
初回掲載 

ページ 
解説 

す。他世代と比較して人数が多いところからこの呼び名
が付いています。 

市長申立て ２９ 
成年後見制度の利用が必要な状況であるにもかかわら
ず、申立てをする親族がいない、または親族が申立てを
拒否している場合等に、市長が申立てをすることです。 

セーフティネット ３５ 
「安全網」の意味で、何らかの生活課題を抱えた方が、
さらに困難な状況に落ち込まないように、生活を支援す
る制度や仕組みのことをいいます。 

日本赤十字社 ４８ 
日本赤十字社法に基づく認可法人で、世界中の赤十字が
共有している７つの基本原則のもと、紛争・災害・病気
などで苦しむ人を救うためあらゆる支援をしています。 

赤十字奉仕団 ４８ 

赤十字のボランティア活動を通じて地域社会に貢献し
たいという思いを持った方によって市区町村ごとに組
織されたボランティアグループのことです。 
主に、献血活動や高齢者支援活動、児童の健全育成活動、
災害救護・防災活動、赤十字のＰＲ活動などを行ってい
ます。 

自主防災組織 ４９ 
地域住民が「自分たちの地域は自分たちで守る」という
意識に基づき自主的に結成し、自発的な防災活動を行う
組織です。 

ヤングケアラー ５８ 

本来大人が担うと想定されている家事や家族の世話な
どを日常的に行うことにより、その責任や負担の重さか
ら学業や友人関係などに影響が出てしまう子ども・若者
のことです。 

ノーマライゼーション ６０ 
障害のある方もない方も、互いに支え合い、地域でいき
いきと明るく豊かにくらしていける社会を目指す基本
理念のことです。 

自己決定権の尊重 ６０ 
本人の意思決定を支援し、他者から干渉されずに自分の
ことは自分で決定できるようにすることです。 

出前講座 ６０ 

市では、市民が主催する集会、勉強会、研究会等に市が
講師を派遣し、市政に関する説明、専門知識を活かした
実習、その他の生涯学習に関する講座を出前講座と呼ん
でいます。 

生活困窮者自立支援制度 ６６ 

生活困窮者自立支援法に基づき、平成２７（２０１５）
年４月から実施している制度です。市では生活に困窮し
ている方が自立した生活を送れるように生活相談を受
け、それぞれの状況に応じた適切な支援を行っていま
す。 

国民皆保険制度 ７８ 
医療費の負担を軽減することにより、国民に医療を受け
る機会を平等に保障することを目的として、原則として
すべての国民が公的医療保険に加入する制度です。 

ＧＩＧＡスクール構想 ８３ 

ＧＩＧＡは、「Global and Innovation Gateway for All」 
の頭文字を取った略で、義務教育を受ける生徒・児童に
１人１台学習用の端末（ＰＣ・タブレット等）と高速ネ
ットワーク環境を整備して、生徒・児童ごとに最適化さ
れた学習環境を提供することを目的とします。 

ＩＣＴ ８３ 
「Information and Communication Technology」の略で、
情報通信技術のことです。 

シニアクラブ ８８ 

地域を基盤とする高齢者の自主的な組織で仲間づくり
をとおして、生きがいと健康づくりを推進し、知識と経
験を活かして世代交流を図り、地域を豊かにする社会活
動の実践、明るい長寿社会づくり、保健福祉の向上に努
める団体です。 
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用語 
初回掲載 

ページ 
解説 

フレイル ９０ 

健康な状態から要介護状態へ移行する中間の段階のこ
とです。年齢を重ねていくと、心身や社会性などの面で
ダメージを受けたときに回復できる力が低下し、これに
よって健康に過ごせていた状態から、生活を送るために
支援を受けなければならない要介護状態に変化してい
きます。 

人生会議（ＡＣＰ：アドバン

ス・ケア・プランニング） 
９０ 

人生会議とは、もしものときのために、自分が望む医療
やケアについて前もって考え、家族や身近な方、医療関
係者やケアチームと繰り返し話し合い、共有する取り組
みのことです。 

認知症サポーター ９２ 

「認知症サポーター養成講座」を受講し、認知症につい
ての正しい知識、適切な対応のしかたなどを日々のくら
しに活かし、自分のできる範囲で認知症の方やその家族
を応援していく方のことです。高齢化で増加する認知症
への対策として厚生労働省が平成１７（２００５）年度
に始めた事業です。 

基幹相談支援センター ９５ 

障害のある方やそれに準ずる方を対象とする地域の相
談支援の中核的な役割を担う拠点として、総合的な相談
業務（身体障害、知的障害、精神障害等）、地域移行・地
域定着の促進の取り組みおよび権利擁護・虐待防止等を
総合的に実施する機関のことです。 

ＰＤＣＡサイクル ９９ 
Plan（計画）→Do（実行）→Check（評価）→Action（改
善）を繰り返すことによって、業務を継続的に改善して
いく手法のことです。 

※初回掲載ページは計画文中で使用している箇所とし、計画名等での使用は含みません。 
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